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第 1章 総則 

 

（約款の適用） 

第 1条 飛騨高山ケーブルネットワーク株式会社（以下「当社」といいます。）は、国際電気通信連合憲章（平成

7 年条約第 2 号）、国際電気通信連合条約（平成 7 年条約第 3 号）、条約付属国際電気通信規則（平成 2 年 6 月

郵政省告示第 408号）及び電気通信事業法（昭和 59年法律第 86号。以下「事業法」といいます｡）に基づきこ

のＨｉｔスマホ契約約款（料金表を含みます。以下「約款」といいます｡）を定め、これにより、Ｈｉｔスマホ

を提供します。 

 

（約款の変更） 

第 2 条 当社は、この約款を変更することがあります。この場合には、料金その他の提供条件は、変更後の約款

によります。 

2 当社は、電気通信事業法施行規則（昭和 60年郵政省令第 25号。以下「事業法施行規則」といいます。）第 22

条の 2の 3第 2項第 1号に規定する変更を行う場合、当社のホームページに掲示する方法、文字メッセージ（メ

ッセージ通信モードにより送受信されるメッセージをいいます。以下同じとします。）を配信する方法又は当社

が適当であると判断する方法により説明します。 

 

（用語の定義） 

第 3条 この約款、注及び別記においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

用   語 用  語  の  意  味 

電気通信設備 電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設備 

電気通信サービス 電気通信設備を使用して他人の通信を媒介すること、その他電気通信設備

を他人の通信の用に供すること 

3G4G通信網 ソフトバンク株式会社（以下、「特定事業者」といいます。）が定める 3G通

信サービス契約約款及び 4G通信サービス契約約款並びに当社が定めるＨｉ

ｔスマホ契約約款に基づいて提供する FDD-LTE 方式又は DS-CDMA 方式によ

り符号、音響又は影像の伝送交換を行うための電気通信回線設備（送信の

場所と受信の場所との間を接続する伝送路設備及びこれと一体として設置

される交換設備並びにこれらの付属設備をいいます。以下同じとします｡） 

Ｈｉｔスマホ 3G4G 通信網を使用して行う電気通信サービスであって、当社が提供するも

の 

サービス取扱所 (1) Ｈｉｔスマホに関する業務を行う当社の事業所 

(2) 当社の委託によりＨｉｔスマホに関する契約事務を行う者の事業所 

Ｈｉｔスマホ契約 当社からＨｉｔスマホの提供を受けるための契約 

Ｈｉｔスマホ契約者 当社とＨｉｔスマホ契約を締結している者 

音声通話契約 当社から音声通話サービスの提供を受けるための契約 

音声通話契約者 当社と音声通話契約を締結している者 

データ専用契約 当社からデータ専用サービスの提供を受けるための契約 

移動無線装置 Ｈｉｔスマホに係る契約に基づいて陸上（河川・湖沼及びわが国の沿岸の

海域を含みます。以下同じとします｡）において使用されるアンテナ設備及

び無線送受信装置 

無線基地局設備 移動無線装置との間で電波を送り又は受けるためのＨｉｔスマホに係る電

気通信設備 



 

取扱所交換設備 サービス取扱所に設置される交換設備 

契約者回線 Ｈｉｔスマホに係る契約に基づき、無線基地局設備と契約の申込者又は契

約の締結者が指定する移動無線装置との間に設置される電気通信回線 

端末設備 契約者回線の一端に接続される電気通信設備であって、1の部分の場所が他

の部分の設置場所と同一の構内（これに準ずる区域内を含みます。）又は、

同一の建物内であるもの 

端末機器 端末機器の技術基準適合認定及び設計についての認証に関する規則（平成

16年総務省令第 15号）第 3条に規定する種類の端末装備の機器 

自営端末設備 契約者が設置する端末設備 

自営電気通信設備 電気通信事業者（事業法第 10条第 1項の規定に基づき登録を受けた者又は

事業法第 16 条第 1 項に基づき届出をした者をいいます。以下同じとしま

す｡）以外の者が設置する電気通信設備であって、端末設備以外のもの 

USIMカード 契約者識別番号（契約者を識別するための数字等組み合わせをいいます。

以下同じとします｡）その他の情報の小型記憶装置であって、当社がＨｉｔ

スマホの提供にあたって契約者に貸与し、その契約者回線に接続する端末

設備を特定するために使用するもの 

相互接続点 特定事業者と特定事業者以外の電気通信事業者との間の相互接続協定（特

定事業者が特定事業者以外の電気通信事業者との間で電気通信設備の接続

に関し締結した協定（3G4G通信網に係るものに限ります。）をいいます。以

下同じとします｡）に基づく接続に係る電気通信設備の接続 

契約者回線等 3G4G 通信網、電話網、又はパケット通信網を使用して行う当社の電気通信

サービスに係る電気通信回線等 

協定事業者 特定事業者と相互接続協定を締結している電気通信事業者 

携帯電話事業者 当社又は協定事業者であって、電気通信番号規則（平成 9 年郵政省令第 82

号。以下「番号規則」といいます。）第 9条第 1項第 3号に規定する電気通

信番号を用いて携帯電話サービスを提供する電気通信事業者 

PHS事業者 協定事業者であって、番号規則第 9 条第 1 項第 3 号に規定する電気通信番

号を用いて PHSサービスを提供する電気通信事業者 

固定電気通信事業者 協定事業者であって、国内固定電気通信役務を提供する電気通信事業者 

選択中継事業者 協定事業者であって、番号規則第 5 条に規定する電気通信番号を用いて相

互接続点相互間の国内電気通信サービスを提供する電気通信事業者 

IP電話事業者 協定事業者であって、番号規則第 9条第 1号又は第 10条第 2号に規定する

電気通信番号を用いて、インターネットプロトコルにより電気通信サービ

スを提供する電気通信事業者 

国際電気通信事業者 協定事業者であって、国際固定電気通信役務を提供する電気通信事業者 

海外事業者 事業法第 40条の規定に基づき認可を受け、当社と電気通信業務に関する協

定を締結した本邦外の政府又は者若しくは法人 

BWAアクセスサービス事業者 協定事業者であって、BWAアクセスサービスを提供する電気通信事業者 

相互接続通信 契約者回線と相互接続点との間の通信 

国際通信 通話モード又はデジタル通信モードにより行われる相互接続通信であっ

て、当社が別に指定する番号等を使用して本邦と本邦外との間で行われる



 

もの 

国際メッセージ通信 メッセージ通信モードにより行われる相互接続通信であって、当社が別に

指定する番号等を使用して契約者回線から別記 9 に規定する海外事業者及

び本邦外の電気通信事業者（本邦外で電気通信業務を提供する政府又は者

若しくは法人をいいます。以下同じとします。）に係る電気通信設備へ行わ

れるもの 

課金対象パケット 契約者回線と取扱所交換設備又は相互接続点との間において伝送される符

号又は影像等（制御信号等のうち符号又は影像とみなされるものを含みま

す。以下同じとします｡）を含むパケット 

特定電子メール 特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（平成 14年法律第 26号）（以

下「特定電子メール法」といいます。）第 2条第 2項に規定する特定電子メ

ールに該当すると当社が認めた文字メッセージ。 

起算日 当社が契約ごとに定める毎暦月の一定の日 

料金月 1の暦月の起算日から次の暦月の起算日の前日までの間 

消費税相当額 消費税法（昭和 63年法律第 108号）及び同法に関する法令の規定に基づき

課税される消費税の額並びに地方税法（昭和 25年法律第 226号）及び同法

に関する法令の規定に基づき課税される地方消費税の額 

ユニバーサルサービス料 

 

事業法に定める基礎的電気通信役務の提供の確保のための負担金に充てる

ために、基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則（平

成 14年 6月 19日総務省令第 64号）により算出された額に基づいて当社が

定める料金 



 

第 2章 Ｈｉｔスマホの種類等 

 

（Ｈｉｔスマホの種類） 

第 4条 Ｈｉｔスマホには、次の種類があります。 

種   類 内    容 

音声通話サービス 当社が無線基地局設備と契約の申込者が指定する移動無線装置（その無線局の

免許人が特定事業者であって、USIMカードを装着したものに限ります。以下こ

の条において同じとします。）との間に電気通信回線を設定して提供するサー

ビスであって、通話モード、デジタル通信モード、パケット通信モード及びメ

ッセージ通信モードによる通信による通信を行うことができるもの 

データ専用サービス 当社が無線基地局設備と契約の申込者が指定する移動無線装置（その無線局の

免許人が特定事業者であって、USIMカードを装着したものに限ります。以下こ

の条において同じとします。）との間に電気通信回線を設定して提供するサー

ビスであって、パケット通信モード及びメッセージ通信モードによる通信によ

る通信を行うことができるもの 

 

（営業区域） 

第 5条 Ｈｉｔスマホの営業区域は、当社が別に定めるところによります。 

ただし、その営業区域内であっても、電波の伝わりにくいところ等端末設備が在圏する場所により、Ｈｉｔ

スマホの全部又は一部を利用することができない場合があります。 



 

第 3章 Ｈｉｔスマホに係る契約 

 

（契約の種別） 

第 6条 Ｈｉｔスマホ契約には次の種別があります。 

(1) 音声通話契約 

(2) データ専用契約 

 

（契約の単位） 

第 7 条 当社は、契約者識別番号 1 番号ごとに 1 のＨｉｔスマホ契約を締結します。この場合、Ｈｉｔスマホ契

約者は、1のＨｉｔスマホ契約につき 1人に限ります（法人の場合は 1法人）。 

 

（Ｈｉｔスマホ契約申込みの方法） 

第 8条 Ｈｉｔスマホ契約の申込みをするときは、当社所定の方法により申込みを行っていただきます。 

2 Ｈｉｔスマホ契約の申込みをする者は、当社が契約申込書の記載内容を確認するための書類として当社が別に

定めるものを提出していただきます。 

3 携帯電話・PHS番号ポータビリティ（契約者識別番号を変更することなく、携帯電話サービス及び PHSサービ

スの提供を受ける電気通信事業者を変更することをいいます。以下同じとします。）の利用を希望するときは、

Ｈｉｔスマホ契約の申込みに先立って、当社にその旨を申し出ていただきます。 

 

（Ｈｉｔスマホ契約申込みの承諾） 

第 9条 当社は、Ｈｉｔスマホ契約の申込みがあったときは、受け付けた順序に従って承諾します。 

2 当社は、前項の規定にかかわらず、通信の取扱上余裕がないとき又は当社の業務の遂行上支障があるときは、

その申込みの承諾を延期することがあります。 

3 当社は、前 2項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合には、その申込みを承諾しないことがあり

ます。 

(1) 契約者回線を設定し、又は保守することが技術上著しく困難なとき。 

(2) Ｈｉｔスマホ契約の申込みをした者がＨｉｔスマホ等の料金その他の債務（この約款に規定する料金又は

割増金等の料金以外の債務をいいます。以下同じとします｡）又は当社と契約を締結している他の電気通信サ

ービスに関する料金その他の債務（その契約約款及び料金表に規定する料金又は割増金等の料金以外の債務

をいいます。以下同じとします｡）の支払いを現に怠り、又は怠るおそれがあるとき。 

(3) Ｈｉｔスマホ契約の申込みをした者がＨｉｔスマホ又は当社と契約を締結している他の電気通信サービス

の利用において第 62条（利用に係るＨｉｔスマホ契約者の義務）の規定に現に違反し、又は違反するおそれ

があるとき。 

(4) 第 8 条（Ｈｉｔスマホ契約申込みの方法）で規定する当社所定の申込書の提出若しくは当社が契約申込書

の記載内容を確認するための書類として当社が別に定めるものの提出がなかったとき、又はそれらに虚偽若

しくは事実に反する記載があることが判明したとき。 

(5) Ｈｉｔスマホ契約の申込みをした者について、本人確認（当社が別に定める方法により、契約者情報（氏

名、住所、生年月日等の契約者を特定する情報をいいます。以下同じとします。）の確認を行うことをいいま

す。以下同じとします。）ができないとき。 

(6) その他当社の業務の遂行上支障があるとき。 

 

（契約者識別番号） 



 

第 10条 Ｈｉｔスマホの契約者識別番号は、当社が定めます。 

2 当社は、技術上及び業務の遂行上やむを得ない理由があるとき又は第 8条（Ｈｉｔスマホ契約申込の方法）第

3項の規定による携帯電話・PHS番号ポータビリティの利用の申し出に関して虚偽又は事実に反することが判明

したときは、Ｈｉｔスマホの契約者識別番号を変更することがあります。 

3 前項の規定により、Ｈｉｔスマホの契約者識別番号を変更する場合には、あらかじめそのことをＨｉｔスマホ

契約者に通知します。 

4 当社は、前 3 項の規定によるほか、第 54 条（修理又は復旧）第 3 項の規定による場合は、Ｈｉｔスマホの契

約者識別番号を変更することがあります。 

 

（請求による契約者識別番号の変更） 

第 11条 Ｈｉｔスマホ契約者は、迷惑通信（いたずら、いやがらせその他これに類する通信であって、その通信

の着信者が現に迷惑であると認識するものをいいます。以下同じとします｡）又は間違い通信（現に使用してい

る契約者識別番号に対して、反復継続して誤って接続される通信をいいます。以下同じとします｡）で現に困っ

ている場合に限り、前条の規定にかかわらず、契約者識別番号の変更の請求をすることができます。 

2 Ｈｉｔスマホ契約者は、前項の規定により契約者識別番号の変更の請求をするときは、当社所定の書面により

サービス取扱所に請求していただきます。 

3 前項の請求があったときは、当社は、次の条件を満たす場合に限り、その請求を承諾します。 

(1) その請求が、迷惑通信又は間違い通信で現に困っているＨｉｔスマホ契約者からのものであると当社が認

めたとき。 

(2) そのＨｉｔスマホに係るＨｉｔスマホ利用権（Ｈｉｔスマホ契約者がＨｉｔスマホ契約に基づいてＨｉｔ

スマホの提供を受ける権利をいいます。以下同じとします。）に差押（国税徴収法（昭和 34年法律第 147号）

による滞納処分及びその例による滞納処分にあっては参加差押を含みます。）、仮差押又は仮処分がなされて

いないとき。 

(3) その他当社の業務の遂行上支障がないとき。 

4 当社は、前項の規定にかかわらず、そのＨｉｔスマホに係る契約者識別番号の変更の取扱いについて捜査機関

から要請があったときは、当該要請の内容に従ってＨｉｔスマホの契約者識別番号の変更を承諾しない場合が

あります。 

5 当社は、Ｈｉｔスマホ契約者が契約者識別番号の請求に当たって、当社所定の書面に事実に反する記載を行っ

たことが判明したときは、その承諾を取り消すものとします。 

 

（Ｈｉｔスマホ利用権の譲渡） 

第 12条 Ｈｉｔスマホ利用権の譲渡の請求について、当社は承諾しません。 

 

（Ｈｉｔスマホ契約者の地位の承継） 

第 13条 相続又は法人の合併若しくは会社分割によりＨｉｔスマホ契約者の地位の承継があったときは、相続人

又は合併後存続する法人、合併若しくは会社分割により設立された法人若しくは会社分割により営業を承継す

る法人は、当社所定の書面にこれを証明する書類を添えて速やかにサービス取扱所に届け出ていただきます。 

2 前項の場合において、地位を承継した者が 2 人以上あるときは、そのうち 1 人を当社に対する代表者と定め、

これを届け出ていただくこととし、これを変更したときも同様とします。 

3 前項の規定による代表者の届出があるまでの間、当社は、その地位を承継した者のうち 1人を代表者として取

り扱います。 

 



 

（Ｈｉｔスマホ契約者の氏名等の変更の届出） 

第 14条 Ｈｉｔスマホ契約者は、その氏名、名称、住所若しくは居所に変更があったときは、そのことを速やか

にサービス取扱所に届け出ていただきます。 

2 前項の届出があったときは、当社は、その届出のあった事実を証明する書類を提出していただくことがありま

す。 

3 Ｈｉｔスマホ契約者が、第 1項に規定する届出を怠ったときは、当社がＨｉｔスマホ契約に関しＨｉｔスマホ

契約者の従前の氏名、名称、住所若しくは居所宛に発信した書面は、当該書面が不到達の場合においても、通

常その到達すべきときにＨｉｔスマホ契約者に到達したものとみなします。 

 

（Ｈｉｔスマホ契約者が行うＨｉｔスマホ契約の解除） 

第 15条 Ｈｉｔスマホ契約者は、Ｈｉｔスマホ契約を解除しようとするときは、そのことをあらかじめサービス

取扱所に書面により通知していただきます。 

2 前項の場合において、携帯電話・PHS 番号ポータビリティの利用を希望するときは、契約の解除に先立って、

当社にその旨を申し出ていただきます。 

 

（当社が行うＨｉｔスマホ契約の解除） 

第 16 条 当社は、第 32 条（Ｈｉｔスマホの利用停止）第 1 項の規定によりＨｉｔスマホの利用を停止されたＨ

ｉｔスマホ契約者が、なおその事実を解消しない場合は、そのＨｉｔスマホ契約を解除することがあります。 

2 当社は、Ｈｉｔスマホ契約者が第 32 条第 1 項各号の規定のいずれかに該当する場合に、その事実が当社の業

務の遂行に特に著しい支障を及ぼすと認められるときは、前項の規定にかかわらず、Ｈｉｔスマホの利用停止

をしないでそのＨｉｔスマホ契約を解除することがあります。 

この場合において、メッセージ通信モードによる文字メッセージの送信において、過去に第 62 条（利用に係

るＨｉｔスマホ契約者の義務）第 1 項第 6 号から第 9 号の規定に違反し、Ｈｉｔスマホの利用を停止された

ことがあるＨｉｔスマホ契約者が、繰り返し同条各号の規定に違反した場合も同様の取扱いを行うことがあり

ます。 

3 当社は、Ｈｉｔスマホ契約者が携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正

な利用の防止に関する法律（平成 17 年法律第 31 号。以下「携帯電話不正利用防止法」といいます。）第 10条

の規定に違反して通話可能端末設備等を貸与したと当社が認めたときは、そのＨｉｔスマホ契約を解除するも

のとします。 

4 当社は、前 3項の規定により、そのＨｉｔスマホ契約を解除しようとするときは、そのことをあらかじめＨｉ

ｔスマホ契約者に通知します。 

  ただし、緊急やむを得ない場合はこの限りではありません。 

5 当社は、第 1項から第 3項の規定によるほか、Ｈｉｔスマホ契約者の死亡について当社に届出があり、当社が

その事実を確認した場合において、以後そのＨｉｔスマホ契約に係るＨｉｔスマホが利用されないものと認め

たときは、当社が指定する日をもってそのＨｉｔスマホ契約を解除します。 

 

（3Gサービス契約者の契約者確認） 

第 17 条 当社は、第 62 条（利用に係るＨｉｔスマホ契約者の義務）第 1 項第 10 号から第 11 号に違反するおそ

れがある場合等、当社が必要と認める場合又は携帯電話不正利用防止法第 9 条の規定に基づき、Ｈｉｔスマホ

契約者に対して、契約者確認（契約者情報を確認するための書類の提出を受け、契約者情報を届け出ていただ

くことをいいます。以下同じとします。）を行うことがあります。 

2  当社は、前項の規定によりＨｉｔスマホ契約者の契約者確認を行うときは、その契約者回線にメッセージ通信



 

モードにより文字メッセージを配信する方法又はそのＨｉｔスマホ契約者の住所にあてて書面を送付する方法

により行います。 

 



 

 

第 4章 付加機能 

 

（付加機能の提供等） 

第 18条 当社は、契約者から請求があったときは、その契約者回線について、別表 1（付加機能使用料）に規定

する付加機能を提供します。 

2 当社は、提供する付加機能のうち、別表 1（1）（適用）に定めるものに関しては、前項の規定にかかわらず、

契約者から請求があったものとして取り扱います。 

ただし、契約者から利用拒否等の意思表示があったときは、この限りでありません。 

 

 



 

 

第 5章 USIM カードの貸与等 

 

第 1節 USIM カードの貸与等 

 

（USIM カードの貸与） 

第 19条 当社は、Ｈｉｔスマホ契約者へ USIMカードを貸与します。この場合において、貸与する USIMカードは、

1の契約につき 1とし、当社のサービスの種類等に基づき、当社が定めるものとします。 

 

（契約者識別番号の登録等） 

第 20 条 当社は、次のいずれかに該当する場合には、USIM カードについて、契約者識別番号その他の情報の登

録、変更又は消去（以下「契約者識別番号の登録等」といいます｡）を行います。 

(1) USIMカードを貸与するとき。 

(2) その他 USIMカードの貸与を受けている契約者から契約者識別番号の登録等を要する請求があったとき。 

2 当社は、前項の規定によるほか、第 10 条（契約者識別番号）第 2 項の規定において準用する契約者識別番号

の規定又は第 54条（修理又は復旧）第 3項の規定により契約者識別番号を変更する場合は契約者識別番号の登

録等を行います。 

 

（USIM カードの変更） 

第 21 条 当社は、Ｈｉｔスマホ契約者の選択によりサービスの種類等を変更したときは、当社が貸与する USIM

カードを変更することがあります。 

2 当社は、技術上及び業務の遂行上やむを得ない理由があるときは、当社が貸与する USIM カードを変更するこ

とがあります。この場合は、あらかじめそのことを契約者に通知します。 

 

（USIM カードの返還） 

第 22条 USIMカードの貸与を受けている契約者は、次のいずれかに該当する場合には、第 19条（USIMカードの

貸与）の規定に基づいて貸与している USIMカードを速やかに当社が指定するサービス取扱所に返還していただ

きます。 

(1) そのＨｉｔスマホに係る契約を解除し又は解除されたとき。 

(2) その他 USIMカードを利用しなくなったとき。 

(3) 当社が別に定めるサービスの種類の変更を行ったとき。 

 

第 2節 自営端末設備の接続等 

 

（自営端末設備の接続） 

第 23条 Ｈｉｔスマホ契約者は、その契約者回線に、又はその契約者回線に接続されている電気通信回線設備を

介して自営端末設備（移動無線装置にあっては、当社が無線局の免許を受けることができるもの及びＨｉｔス

マホの契約者回線に接続することができるものに限ります｡）を接続するときは、サービス取扱所にその接続の

請求をしていただきます。この場合において、事業法第 53条第 1項に規定する技術基準適合認定を受けた端末

機器、別記 1に規定する技術基準及び技術的条件に適合することについて指定認定機関（事業法施行規則第 32

条第 1項第 5号の規定に基づき総務大臣が指定するものをいいます｡）の認定を受けた端末機器以外の自営端末

設備を接続するときは、当社所定の書面により請求をしていただきます。 

2 当社は、前項の請求があったときは、次のいずれかに該当する場合を除き、その請求を承諾します。 



 

(1) その自営端末設備が、無線設備規則に適合しないとき。 

(2) その接続が別記 1に規定する技術基準及び技術的条件に適合しないとき。 

(3) その接続が事業法施行規則第 31条に規定する場合に該当するとき。 

3 当社は、前項の請求の承諾に当たっては、次のいずれかに該当する場合を除き、その接続が前項第 1号の技術

基準及び技術的条件に適合するかどうかの検査を行います。 

(1) 事業法第 53条第 1項に規定する技術基準適合認定を受けた端末機器を接続するとき。 

(2) 事業法施行規則第 32条第 1項に規定する場合に該当するとき。 

4 前項の検査を行う場合、当社の係員は、所定の証明書を提示します。 

5 契約者が、その自営端末設備を変更したときについても前各項の規定に準じて取り扱います。 

6 契約者は、その契約者回線への自営端末設備の接続を取りやめたときは、そのことをサービス取扱所に通知し

ていただきます。 

 

（自営端末設備に異常がある場合等の検査） 

第 24条 当社は、契約者回線に接続されている自営端末設備に異常がある場合その他電気通信サービスの円滑な

提供に支障がある場合において必要があるときは、契約者に、その自営端末設備の接続が別記 1 に規定する技

術基準及び技術的条件に適合するかの検査を受けることを求めることがあります。 

この場合、契約者は、正当な理由がある場合その他事業法施行規則第 32条第 2項で規定する場合を除き、検

査を受けることを承諾していただきます。 

2 前項の検査を行う場合、当社の係員は、所定の証明書を提示します。 

3 第 1項の検査を行った結果、自営端末設備が端末設備等規則に適合していると認められないときは、契約者は、

その自営端末設備の契約者回線への接続を取りやめていただきます。 

 

（自営端末設備の電波発射の停止命令があった場合の取扱い） 

第 25条 契約者は、その契約者回線に接続されている自営端末設備（移動無線装置に限ります。以下この条及び

次条において同じとします｡）について、電波法（昭和 25年法律第 131号）第 72条第 1項の規定に基づき、当

社が、総務大臣から臨時に電波発射の停止を命ぜられたときは、その自営端末設備の使用を停止して、無線設

備規則に適合するよう修理等を行っていただきます。 

2 当社は、前項の修理等が完了したときは、その自営端末設備について電波法の規定に基づく検査等を受けるも

のとし、契約者は、正当な理由がある場合を除き、そのことを承諾していただきます。 

3 前項の検査等の結果、自営端末設備が無線設備規則に適合していると認められないときは、契約者は、その自

営端末設備の契約者回線への接続を取りやめていただきます。 

 

（自営端末設備の電波法に基づく検査） 

第 26条 前条に規定する検査のほか、自営端末設備の電波法の規定に基づく検査を受ける場合の取扱いについて

は、前条第 2項及び第 3項の規定に準ずるものとします。 

 



 

 

第 6章 自営電気通信設備の接続等 

 

（自営電気通信設備の接続） 

第 27条 Ｈｉｔスマホ契約者は、その契約者回線に、又はその契約者回線に接続されている電気通信設備を介し

て、自営電気通信設備（移動無線装置にあっては、特定事業者が無線局の免許を受けることができるもの及び

契約者回線に接続することができるものに限ります｡）を接続するときは、当社所定の書面によりサービス取扱

所にその接続の請求をしていただきます。 

2 当社は、前項の請求があったときは、次のいずれかに該当する場合を除き、その請求を承諾します。 

(1) その自営端末設備が、無線設備規則に適合しないとき。 

(2) その接続が別記 1に規定する技術基準及び技術的条件に適合しないとき。 

(3) その接続によりＨｉｔスマホに係る電気通信設備の保持が経営上困難となることについて、総務大臣の認

定を受けたとき。 

3 当社は、前項の請求の承諾に当たっては、事業法施行規則第 32 条第 1 項で規定する場合に該当するときを除

き、その接続が前項第 1号の技術基準及び技術的条件に適合するかどうかの検査を行います。 

4 前項の検査を行う場合、当社の係員は、所定の証明書を提示します。 

5 Ｈｉｔスマホ契約者が、その自営電気通信設備を変更したときについても、前各項の規定に準じて取り扱いま

す。 

6 Ｈｉｔスマホ契約者は、その契約者回線への自営電気通信設備の接続を取りやめたときは、そのことをサービ

ス取扱所に通知していただきます。 

 

（自営電気通信設備に異常がある場合等の検査） 

第 28 条 契約者回線に接続されている自営電気通信設備に異常がある場合その他電気通信サービスの円滑な提

供に支障がある場合の検査については、第 24条（自営端末設備に異常がある場合等の検査）の規定に準じて取

り扱います。 

 

（自営電気通信設備の電波発射の停止命令があった場合の取扱い） 

第 29 条 自営電気通信設備（移動無線装置に限ります。）について、臨時に電波発射の停止命令があった場合の

取扱いについては、第 25条（自営端末設備の電波発射の停止命令があった場合の取扱い）の規定に準ずるもの

とします。 

 

（自営電気通信設備の電波法に基づく検査） 

第 30 条 自営電気通信設備（移動無線装置に限ります。）の電波法の規定に基づく検査を受ける場合の取扱いに

ついては第 26条（自営端末設備の電波法に基づく検査）の規定に準ずるものとします。 

 



 

 

第 7章 利用中止及び利用停止 

 

（Ｈｉｔスマホの利用中止） 

第 31条 当社は、次のいずれかに該当する場合には、Ｈｉｔスマホの利用を中止することがあります。 

(1) Ｈｉｔスマホに係る電気通信設備の保守上又は工事上やむを得ないとき。 

(2) 特定の契約者回線から多数の不完了呼（その契約者回線が相手先の応答前に発信を取り止めるものをいい

ます。以下同じとします｡）を発生させたことにより、現に通信がふくそうし、又はふくそうするおそれがあ

ると当社が認めたとき。 

(3) 第 36条（通信利用の制限）の規定により、通信利用を中止するとき。 

(4) 第 10条（契約者識別番号）第 2項の規定により、契約者識別番号を変更するとき。 

2 前項に規定する場合のほか、当社は、その契約者回線について、Ｈｉｔスマホ等の料金その他の債務が同一料

金月内において当社が別に定める限度額を超えた場合は、Ｈｉｔスマホの利用を中止することがあります。 

  この場合において、当社が個別に通知する料金が支払われ、所定の手続きが完了したときは、その利用の中止

を解除します。 

3 当社は、前 2項の規定によりＨｉｔスマホの利用を中止するときは、あらかじめそのことを契約者に通知しま

す。 

ただし、緊急やむを得ないときは、この限りでありません。 

 

（Ｈｉｔスマホの利用停止） 

第 32条 当社は、Ｈｉｔスマホ契約者が次のいずれかに該当する場合には、6ヶ月以内で当社が定める期間（Ｈ

ｉｔスマホ等の料金その他の債務を支払わないときは、その料金その他の債務が支払われるまでの間とし、契

約者確認ができないときは、契約者確認ができるまでの間とします。）、そのＨｉｔスマホの利用を停止するこ

とがあります。 

(1) 契約者が、Ｈｉｔスマホ等の料金その他の債務について、支払期日を経過してもなお支払わないとき（支

払期日を経過した後、サービス取扱所（料金収納事務を行うサービス取扱所に限ります｡）以外において支払

われた場合であって、当社がその支払いの事実を確認できないときを含みます。以下この条において同じと

します｡）。 

(2) 契約者が、当社と契約を締結している若しくは締結していた他のＨｉｔスマホ等の料金その他の債務、当

社と契約を締結している若しくは締結していた他の電気通信サービスに関する料金その他の債務について、

支払期日を経過してもなお支払わないとき。 

(3) 第 47条（預託金）に規定する預託金を預け入れないとき。 

(4) Ｈｉｔスマホに係る契約の申込みに当たって当社所定の書面に事実に反する記載を行ったことが判明した

とき。 

(5) 契約者がそのＨｉｔスマホ、当社と契約を締結している若しくは締結していた他のＨｉｔスマホ又は当社

と契約を締結している若しくは締結していた他の電気通信サービスの利用において第 62 条（利用に係るＨｉ

ｔスマホ契約者の義務）の規定に違反したと当社が認めたとき。 

(6) 契約者回線に、自営端末設備又は自営電気通信設備を当社の承諾を得ずに接続したとき。 

(7) 第 24条（自営端末設備に異常がある場合等の検査）に定めるところに違反して、契約者回線に接続されて

いる自営端末設備に異常がある場合に当社が行う検査を拒んだとき、又はその検査の結果別記 1に定める技術

基準及び技術的条件に適合していると認められない自営端末設備の契約者回線への接続を取りやめなかった

とき。 

(8) 第 25 条（自営端末設備の電波発射の停止命令があった場合の取扱い）又は第 26 条（自営端末設備の電波



 

法に基づく検査）に定めるところに違反したとき。 

(9) 携帯電話不正利用防止法第 7条第 1項又は第 10条の規定に違反したとき。 

(10) 第 14条（Ｈｉｔスマホ契約者の氏名等の変更の届出）の規定に違反したとき又は第 14条の規定により届

け出た内容について事実に反する記載を行ったことが判明したとき。 

(11) 携帯電話不正利用防止法第 9 条の規定に基づき、第 17 条（Ｈｉｔスマホ契約者の契約者確認）に規定す

る契約者確認を行い、契約者確認ができないとき。 

2 当社は、前項の規定によりＨｉｔスマホの利用を停止するときは、あらかじめその理由、利用を停止する日及

び期間を契約者に通知します。 

ただし、本条第 1 項第 5 号の規定により、Ｈｉｔスマホの利用停止を行うとき（第 62 条（利用に係るＨｉｔ

スマホ契約者の義務）第 1 項第 2 号、第 3 号又は第 6 号から第 9 号の規定の違反により、Ｈｉｔスマホの利用

停止を行うときに限ります｡）であって、緊急やむを得ない場合は、この限りでありません。 

 

 



 

第 8章 通信 

 

第 1節 通信の種類等 

 

（通信の種類等） 

第 33条 通信には、次の種類があります。 

種  類 内   容 

1 一般通信 契約者回線からの通信（相互接続通信となるものを除きます。） 

2 相互接続通信 契約者回線と相互接続点との間の通信 

2 通信には、次の区別があります。 

  区  別 内   容 

通話モード 回線交換方式により音声その他の音響の伝送を行うためのもの 

デジタル通信モード 回線交換方式により 64Kb/s 以下で符号、音声その他の音響又は影像の伝

送を行うためのもの  

パケット通信モード パケット交換方式により、符号の伝送を行うためのもの 

メッセージ通信モード 

 

制御信号のみを利用して、文字、数字又は記号等の伝送（Ｈｉｔスマホに

係る電気通信設備に一時蓄積後伝送する場合を含みます。）を行うための

もの  

3  前 2項に規定するほか、契約者は、数字又は文字等で作成された情報を受信することができます。受信方法そ

の他の提供条件については当社が別に定めるところによります。 

4  前項に規定する情報のうち、緊急速報メール(当社が気象庁の提供する緊急地震速報、津波警報、気象等に関

する特別警報及び噴火に関する特別警報(気象業務法施行令(昭和 27 年 11 月 29 日政令第 471 号)第 4 条に定

める地震動警報及び津波警報並びに同令第 5 条に定める気象特別警報、地震動特別警報、火山現象特別警報、

地面現象特別警報、津波特別警報、高潮特別警報及び波浪特別警報をいいます。)に基づき送信する情報及び当

社と災害・避難情報の送信に関する契約を締結した者がその契約に基づき送信する情報)については、第 32 条

(Ｈｉｔスマホの利用停止)の規定にかかわらず、Ｈｉｔスマホの利用を停止されている場合であっても受信す

ることができます。 

5 伝送速度は、通信の状況等により変動します。 

6 Ｈｉｔスマホに係る通信の条件については、別表及び当社が別に定めるところによります。 

7 パケット通信モードによる通信は、当社の営業区域のうち、通信方式により当社が別に定める地域で行うこと

ができます。 

 

（契約者回線との間の通信） 

第 34条 契約者回線との間の通信は、その契約者回線に接続されている移動無線装置が第 5条（営業区域）に規

定する営業区域内に在圏する場合に限り、行うことができます。 

ただし、その営業区域内であっても、屋内、地下駐車場、ビルの陰、トンネル又は山間部等電波の伝わりに

くいところでは、通信を行うことができない場合があります。 

 

（相互接続点との間の通信） 

第 35条 相互接続点との間の通信は、当社が定めた通信に限り行うことができます。 

2 相互接続に伴って行うことができる協定事業者の電気通信設備に係る通信（以下「他社相互接続通信」といい



 

ます｡）は、協定事業者の契約約款及び料金表その他の契約等の規定によることとします。 

3 相互接続協定に基づく相互接続の一時停止若しくは相互接続協定の解除又は協定事業者における電気通信事

業の休止の場合は、当該協定事業者に係る他社相互接続通信を行うことはできません。 

 

第 2節 通信利用の制限等 

 

（通信利用の制限） 

第 36条 当社は、通信が著しくふくそうし、通信の全部を接続することができなくなったときは、天災、事変そ

の他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある場合の災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電

力の供給の確保又は秩序の維持のために必要な事項を内容とする通信及び公共の利益のため緊急を要する事項

を内容とする通信を優先的に取り扱うため、次の措置を執ることがあります。 

(1) 次に掲げる機関に提供している契約者回線（特定事業者がそれらの機関との協議により定めたものに限り

ます｡）以外のものによる通信の利用を中止する措置（特定の地域の契約者回線に係る電気通信設備への通信

を中止する措置を含みます｡）。 

機     関     名 

気象機関 

水防機関 

消防機関 

災害救助機関 

秩序の維持に直接関係がある機関 

防衛に直接関係がある機関 

海上の保安に直接関係がある機関 

輸送の確保に直接関係がある機関 

通信役務の提供に直接関係がある機関 

電力の供給の確保に直接関係がある機関 

水道の供給の確保に直接関係がある機関 

ガスの供給の確保に直接関係がある機関 

選挙管理機関 

別記 5に定める基準に該当する新聞社等の機関 

預貯金業務を行う金融機関 

国又は地方公共団体の機関 

(2) 特定の相互接続点への相互接続通信の利用を制限する措置。 

2 当社は、前項の規定によるほか、円滑な電気通信役務の提供の確保又はＨｉｔスマホ契約者の利益のため、次

の措置を執ることがあります。 

 (1) 別記 2 に定める連続した時間内に、契約者回線から別記 2 に定める数を超えるメッセージ通信モードを利

用した通信が行われた場合に、当該契約者回線からのメッセージ通信モードを利用した通信を別に定める間

制限する措置。 

(2) インターネット接続機能に係る電気通信設備が著しくふくそうするおそれがあると当社が認めた場合に、

当該機能を利用するＨｉｔスマホ契約者に対し、その機能の全部又は一部を制限する措置。 

(3) 当社が、窃盗、詐欺等の犯罪行為その他法令に違反する行為により取得された又は代金債務（立替払等に

係る債務を含みます。）の履行がなされていない若しくはそのおそれが高いと判断し、利用制限端末として取

扱所交換設備に登録した自営端末設備が、契約者回線に接続された場合に、Ｈｉｔスマホの利用を制限する



 

措置。 

(4) 契約者がその契約に基づき支払う料金の累計額が、当社が別に定める基準を超えたときに、国際通信を制

限し、及び当社が別に定める付加機能の利用を停止する措置。 

(5) 第 62条（利用に係るＨｉｔスマホ契約者の義務）第 1項第 2号に違反したと当社が認めた場合、当該契約

者回線及び自動着信転送機能により転送される相手先(転送が複数回行われる場合はそれぞれの相手先を含

みます。)への通信を制限する措置。 

(6) 無線設備規則、別記 1の技術基準及び技術的条件又は事業法施行規則第 31条で定める場合に適合しない自

営端末設備が、契約者回線に接続された場合に、Ｈｉｔスマホの利用を制限する措置。 

3 当社は、前 2項の規定によるほか、パケット通信モードによる通信に関して、次の措置を執ることがありま

す。 

この場合において、当社は、本条に規定する通信の制限のために必要となる通信に係る情報の収集、分析及

び蓄積を行う場合があります。 

(1) 当社が別に定める通信プロトコル又は通信ポートに係る通信等を制限する措置  

(2) 当社が別に定めるデータファイルの圧縮及び一部削除並びに送受信を制限する措置 

(3) 一定時間内に大量又は多数の通信があったと当社が認めた場合において、その契約者回線からの通信の

利用を制限又は中止する措置 

(4) 一定時間内に長時間の通信があったと当社が認めた場合において、その契約者回線からの通信の利用を

制限又は中止する措置 

(5) セッションの設定が長時間継続されたと当社が認めた場合において、その契約者回線からの通信の利用

を制限又は中止する措置 

(6) 同一セッション内に大量の通信があったと当社が認めた場合において、その契約者回線からの通信の利

用を制限又は中止する措置 

5 当社は、一般社団法人インターネットコンテンツセーフティ協会が提供する児童ポルノアドレスリストにお

いて指定された接続先との間の通信を制限する措置を執ることがあります。 

 

(通信の切断) 

第 37条 当社は、次のいずれかに該当する場合には、通信を切断することがあります。 

(1) 通信中に電波状況が著しく悪化した等、通信の継続が技術上著しく困難なとき。 

(2) 通信が連続して長時間に及ぶ等、その他の通信に影響を及ぼすと当社が判断したとき。 

 

(通信時間等の制限） 

第 38条 前条の規定による場合のほか、当社は、通信が著しくふくそうするときは、通信時間又は特定の地域の

契約者回線若しくは協定事業者に係る電気通信設備への通信の利用を制限することがあります。 

 

第 3節 通信時間等の測定等 

 

（通信時間等の測定等） 

第 39条 通信時間、情報量及び通信回数の測定等については、料金等の適用、別表及び当社が別に定めるところ

によります。 

 



 

 

第 9章 料金等 

 

第 1節 料金 

 

（料金） 

第 40条 当社が提供するＨｉｔスマホの料金は、別表及び当社が別に規定する基本使用料、付加機能使用料、通

信料（別表 4 に規定する通信の付加サービスの利用に関する料金を含みます。以下同じとします｡）、相互接続

番号案内料、解除料、手続きに関する料金及びユニバーサルサービス料とします。 

 

第 2節 料金等の支払い義務 

 

（基本使用料等の支払い義務） 

第 41条 Ｈｉｔスマホ契約者は、その契約に基づいて当社が契約者回線、付加機能の提供を開始した月の翌月１

日から起算して契約の解除又は付加機能の廃止があった日が属する月の末日までの期間（提供を開始した日と

解除又は廃止があった日の属する月が同一の場合であるときは、一ヶ月間とします｡）について、別表及びＨｉ

ｔスマホ料金表に定める料金の支払いを要します。 

2  第 32 条（Ｈｉｔスマホの利用停止）の規定により、本サービスの提供が停止された場合における提供の停止

期間は、本サービスの提供があったものとして月額利用料金を支払うものとします。 

 

（通信料の支払い義務） 

第 42条 Ｈｉｔスマホ契約者は、その契約者回線から行った通信等（当該契約者回線の契約者以外の者が行った

通信を含みます｡）について、当社等が測定した通信時間、情報量又は通信回数と料金等の適用、別表及び当社

が別に定める規定とに基づいて算定した通信料の支払いを要します。 

2 前項の規定にかかわらず、当社又は協定事業者の付加機能等を利用して行った通信に関する料金について、別

段の定めがあるときは、その定めるところによります。 

3 相互接続通信の料金の支払い義務については、前 2 項の規定にかかわらず、第 50 条（相互接続通信の料金の

取扱い）に規定するところによります。 

4 契約者は、通信料について、Ｈｉｔスマホに係る機器の故障等により正しく算定することができなかったとき

は、料金等の適用第 25 項(Ｈｉｔスマホに係る機器の故障等により正しく算定することができなかった場合の

通信料の取扱い)の規定により算定した料金額の支払いを要します。この場合において、特別の事情があるとき

は、契約者と協議し、その事情を参酌するものとします。 

 

（解除料の支払い義務） 

第 43 条 契約者は、料金等の適用第 23 項(解除料の適用)及び当社が別に定める規定に該当する場合には、Ｈｉ

ｔスマホ料金表(4.その他料金)に定める料金の支払いを要します。 

 

（手続きに関する料金の支払い義務） 

第 44 条 契約者は、Ｈｉｔスマホに係る契約の申込み又は手続きを要する請求をし、その承諾を受けたときは、

別表 7（手続きに関する料金）に規定する手続きに関する料金の支払いを要します。 

ただし、その手続きの着手前にその契約の解除又は請求の取り消しがあったときは、この限りでありません。

この場合において、既にその料金が支払われているときは、当社はその料金を返還します。 

 



 

（ユニバーサルサービス料の支払い義務） 

第 45条 契約者は、別表 8（ユニバーサルサービス料）に規定するユニバーサルサービス料の支払いを要します。 

 

第 3節 料金の計算等 

 

（料金の計算等） 

第 46条 基本使用料は、１日から末日までの１ヶ月を単位として計算し、利用期間が１ヶ月に満たない場合であ

っても１ヶ月分をお支払いいただきます。 

2 付加機能利用料は、１日から末日までの１ヶ月を単位として計算し、利用期間が１ヶ月に満たない場合であっ

ても１ヶ月分をお支払いいただきます。 

3 Ｈｉｔスマホ契約者は、当月利用料金を翌月に支払うものとします。 

 

第 4節 預託金 

 

（預託金） 

第 47条 Ｈｉｔスマホ契約者は、次のいずれかに該当する場合には、Ｈｉｔスマホの利用に先立って預託金を預

け入れていただくことがあります。 

(1) Ｈｉｔスマホに係る契約の申込みの承諾を受けたとき。 

(2) 第 32条（Ｈｉｔスマホの利用停止）第 1項第 1号又は第 2号の規定による利用の停止があり、その利用の

停止が解除されるとき。 

2 預託金の額は、当社が別に定める額（1契約ごとに 10万円以内とします｡）とします。 

3 預託金については、無利息とします。 

4 当社は、Ｈｉｔスマホに係る契約の解除等により預託金を預け入れた事由が解消した場合には、その契約に係

る預託金を預け入れた者に返還します。 

5 当社は、預託金を返還する場合に、契約者がその契約に基づき支払うべき額があるときは、返還額をその額に

充当します。 

 

第 5節 割増金及び延滞利息 

 

（割増金） 

第 48条 契約者は、料金の支払いを不法に免れたときは、その免れた額のほか、その免れた額（消費税相当額を

加算しない額とします｡）の 2倍に相当する額に消費税相当額を加算した額を割増金として、当社が指定する期

日までに支払っていただきます。 

 

（延滞利息） 

第 49 条 契約者は、Ｈｉｔスマホ等の料金その他の債務（預託金及び延滞利息を除きます｡）について支払期日

を経過してもなお支払いがない場合は、支払期日の翌日から支払いの日の前日までの間の当社が定める日数に

ついて年 14.6％の割合で計算して得た額を延滞利息として、当社が指定する期日までに支払っていただきます。 

  

第 6節 相互接続通信の料金の取扱い 

 

（相互接続通信の料金の取扱い） 



 

第 50条 契約者、協定事業者の電気通信サービスの提供を受けるための契約を締結している者又は他社公衆電話

（東日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会社が街頭その他の場所に電話機等（電話機及びこれに付

随する設備をいいます｡）を設置して公衆の利用に供する電気通信サービスをいいます。以下同じとします｡）

の利用者は、相互接続協定に基づき当社又は協定事業者の契約約款及び料金表に定めるところにより、相互接

続通信に関する料金の支払いを要します。 

2 前項の場合において、相互接続通信に係る料金の設定又はその請求については、当社又は協定事業者が行うも

のとし、接続形態別の具体的な取扱い等については、相互接続協定に基づき別記 3に定めるところによります。 

3 相互接続協定に基づき協定事業者が相互接続通信の料金を定める場合であって、その協定事業者がその契約約

款及び料金表に定めるところによりその通信に係る債権を他の協定事業者に譲渡するときは、当社は、その譲

渡を承諾します。 

4 協定事業者の電気通信サービスの提供を受けるための契約を締結している者又は他社公衆電話の利用者は、当

社が測定した通信時間、情報量又は通信回数と料金等の適用、別表及び当社が別に定める規定とに基づいて算

定したその相互接続通信に係る債権を、別記 3 に定めるところにより当社が当該通信に係る協定事業者に譲渡

することを承認していただきます。この場合において、当社及び協定事業者は、協定事業者の電気通信サービ

スの提供を受けるための契約を締結している者又は他社公衆電話の利用者への個別の通知又は譲渡承認の請求

を省略するものとします。 

5 前項の規定により協定事業者に譲渡する債権については、第 46 条（料金の計算等）、第 48 条（割増金）及び

第 49条（延滞利息）の規定にかかわらず、当該通信に係る協定事業者の契約約款及び料金表に定めるところに

よります。 

6 契約者は、別記 3に定めるところにより、他社相互接続通信により生じた協定事業者の債権を当社が当該通信

に係る協定事業者から譲り受け、その債権額をその通信に伴って行われた相互接続通信の料金に合算して請求

することを承認していただきます。この場合において、当社及び協定事業者は、契約者への個別の通知又は譲

渡承認の請求を省略するものとします。 

7  前項の規定により協定事業者から譲り受けた債権については、Ｈｉｔスマホの通信料とみなし、第 46 条（料

金の計算等）、第 48条（割増金）及び第 49条（延滞利息）の規定に準じて取り扱います。 

 



 

 

第 10章 保守 

 

（当社の維持責任） 

第 51条 当社は、Ｈｉｔスマホに係る電気通信設備を事業用電気通信設備規則（昭和 60年郵政省令第 30号）に

適合するよう維持します。 

 

（契約者の維持責任） 

第 52条 契約者は、自営端末設備又は自営電気通信設備を、別記 1に定める技術基準及び技術的条件に適合する

よう維持していただきます。 

2 前項の規定のほか、契約者は、自営端末設備（移動無線装置に限ります｡）又は自営電気通信設備（移動無線

装置に限ります｡）を無線設備規則（昭和 25年電波監理委員会規則第 18号）に適合するよう維持していただき

ます。 

 

（契約者の切分責任） 

第 53条 契約者は、自営端末設備又は自営電気通信設備が契約者回線に接続されている場合であって、契約者回

線その他Ｈｉｔスマホに係る電気通信設備を利用することができなくなったときは、その自営端末設備又は自

営電気通信設備に故障のないことを確認のうえ、当社に修理の請求をしていただきます。 

2 前項の確認に際して、契約者から要請があったときは、当社は、サービス取扱所等において試験を行い、その

結果を契約者に通知します。 

3 当社は、前項の試験によりＨｉｔスマホに係る電気通信設備に故障がないと判定した場合において、契約者の

請求により当社の係員を派遣した結果、故障の原因が自営端末設備にあったときは、契約者にその派遣に要し

た費用を負担していただきます。この場合において、負担を要する費用の額は、上記の費用の額に消費税相当

額を加算した額とします。 

 

（修理又は復旧） 

第 54条 当社は、Ｈｉｔスマホに係る電気通信設備が故障し、又は滅失した場合は、速やかに修理し、又は復旧

するものとします。 

ただし、24時間未満の修理又は復旧を保証するものではありません。 

2 前項の場合において、当社は、その全部を修理し、又は復旧することができないときは、第 36 条（通信利用

の制限）の規定により優先的に取り扱われる通信を確保するため、次の順序に従ってその電気通信設備を修理

し、又は復旧します。この場合において、第 1 順位及び第 2 順位の電気通信設備は、同条第 1 項第 1 号の規定

により当社がそれらの機関との協議により定めたものに限ります。 

順 位 修 理 又 は 復 旧 す る 電 気 通 信 設 備 

1 気象機関に提供されるもの 

水防機関に提供されるもの 

消防機関に提供されるもの 

災害救助機関に提供されるもの 

秩序の維持に直接関係がある機関に提供されるもの 

防衛に直接関係がある機関に提供されるもの 

海上の保安に直接関係がある機関に提供されるもの 

輸送の確保に直接関係がある機関に提供されるもの 



 

通信役務の提供に直接関係がある機関に提供されるもの 

電力の供給の確保に直接関係がある機関に提供されるもの 

2 水道の供給の確保に直接関係がある機関に提供されるもの 

ガスの供給の確保に直接関係がある機関に提供されるもの 

選挙管理機関に提供されるもの 

別記 5に定める基準に該当する新聞社等の機関に提供されるもの 

預貯金業務を行う金融機関に提供されるもの 

国又は地方公共団体の機関に提供されるもの（第 1順位となるものを除きます｡） 

3 第 1順位及び第 2順位に該当しないもの 

3 当社は、Ｈｉｔスマホに係る電気通信設備を修理又は復旧するときは、故障又は滅失した契約者回線について、

暫定的にその契約者識別番号を変更することがあります。 

 



 

 

第 11章 損害賠償 

 

（責任の制限） 

第 55条 当社は、Ｈｉｔスマホを提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき理由によりその提供をしなか

ったときは、そのＨｉｔスマホが全く利用できない状態（当該契約に係る電気通信設備による全ての通信に著

しい支障が生じ、全く利用できない状態と同程度の状態となる場合を含みます。以下この条において同じとし

ます｡）にあることを当社が認知した時刻から起算して 24 時間以上その状態が連続したときに限り、当該契約

者の損害を賠償します。 

2 前項の場合において、当社は、Ｈｉｔスマホが全く利用できない状態にあることを当社が認知した時刻以後の

その状態が連続した時間（24 時間の倍数である部分に限ります｡）について、24 時間ごとに日数を計算し、そ

の日数に対応した当該Ｈｉｔスマホに係る次の料金の合計額を発生した損害とみなし、その額に限って賠償し

ます。 

(1) 当社が別に定める料金種別に対応する基本使用料及び別表 1（付加機能使用料）（当社が別に定めるものを

除きます。）に規定する料金。 

(2) 別表 2（国際通信に関する料金）、3（国際メッセージ通信に係るもの）、5（固定電気通信事業者から契約

者回線へ行った通信に係る料金額）及び別に定める通信料に規定する料金（Ｈｉｔスマホを全く利用できな

い状態が連続した時間の初日の属する料金月の前 6 料金月の 1 日当たりの平均通信料（前 6 料金月の実績を

把握する事が困難な場合には、Ｈｉｔスマホをまったく利用できない状態が生じた日数の実績が把握できる

期間における 1日当たりの平均通信料を元に算出します｡））。 

3 第 2項の場合において、日数に対応する料金額の算定に当たっては、料金等の適用の規定に準じて取り扱いま

す。 

4 当社の故意又は重大な過失によりＨｉｔスマホの提供をしなかったときは、前 3項の規定は適用しません。 

5 本条第 1 項に規定する損害賠償の事由が発生した日から起算して６ヶ月を経過しても契約者からの損害賠償

の請求が無い場合は、当社は損害賠償に応ずべき義務を免れるものとします。 

 

（免責） 

第 56条 当社は、電気通信設備の修理又は復旧等に当たって、その電気通信設備に記憶されている短縮ダイヤル

番号又はメッセージ等の内容等が変化又は消失したことにより損害を与えた場合に、それが当社の故意又は重

大な過失により生じたものであるときを除き、その損害を賠償しません。 

 



 

 

第 12章 雑則 

  

（番号案内） 

第 57 条 当社は、電話番号案内事業者（日本マルチメディアサービス株式会社とします。）が提供する電話番号  

案内への接続により電気通信番号を案内します。 

  ただし、電話帳への掲載を省略されているものについては、この限りではありません。 

 

（相互接続番号案内料の支払い義務等） 

第 58 条 協定事業者の電話番号案内（以下「相互接続番号案内」といいます｡）の利用に係る料金は、当該協定

事業者が提供する電話番号案内の料金と合わせて当社が定めるものとし、契約者は別表 6（相互接続番号案内

料）に規定する番号案内料及び相互接続番号案内への接続に係る通信料（以下「電話番号案内接続通信料」と

いいます｡）の支払いを要します。 

2 当社は、前項の規定に基づいて算定した相互接続番号案内料（別表 6に規定する番号案内料及び電話番号案内

接続通信料をいいます。以下同じとします｡）をＨｉｔスマホの料金に合算して請求します。この場合において、

相互接続番号案内料は、第 46 条（料金の計算等）、第 48 条（割増金）及び第 49 条（延滞利息）の規定に基づ

いて取り扱います。 

3 前 2項の規定によるほか、電話番号案内接続通信料に関するその他の提供条件については、通信料に準ずるも

のとします。 

 

（発信者番号通知） 

第 59条 契約者回線からの通信（通話モード又はデジタル通信モードに限ります。以下この条において同じとし

ます｡）については、その契約者回線の契約者識別番号を着信先の契約者回線又は相互接続協定に基づく相互接

続点へ通知します。 

ただし、その通信について発信者がこの取扱いを拒むときは、この限りでありません。 

 

（発着信規制） 

第 60条 当社は、契約者回線から行う通信又は契約者回線へ行われる通信について、契約者があらかじめ端末設

備のボタン操作等により行った指定に基づき規制（以下「発着信規制」といいます｡）を行います。 

2 発着信規制には、次の種類があります。 

種 類 内    容 

発信規制 契約者回線から行う通信を規制するもの 

着信規制 契約者回線へ行われる通信を規制するもの 

3 発信規制には、次の区分があります。 

区 分 内    容 

発信規制Ⅰ 契約者回線から行う通信（電気通信番号規則第 11 条（緊急通報）の規定に

基づく緊急通報に関する緊急機関への通信を除きます。）を規制するもの 

発信規制Ⅱ 契約者回線から本邦外へ行う通信を規制するもの 

4 着信規制には、次の区分があります。 

区 分 内    容 

着信規制Ⅰ 契約者回線へ行われる通信を規制するもの 

5 発着信規制は、次のいずれかに該当する場合には、利用することができないことがあります。 



 

(1) 契約者回線に発着信規制の指定ができない種類の端末設備を接続しているとき。 

(2) 自動着信転送機能又は留守番通信機能を利用しているとき。 

 

（承諾の限界） 

第 61条 当社は、契約者から手続きその他の請求があった場合に、その請求を承諾することが技術的に困難なと

き、保守することが著しく困難であるとき、又はＨｉｔスマホ等の料金その他の債務の支払いを現に怠り若し

くは怠るおそれがある等当社の業務の遂行上支障があるときは、その請求を承諾しないことがあります。この

場合は、その理由をその請求をした契約者に通知します。 

ただし、この約款において別段の定めがある場合には、その定めるところによります。 

 

（利用に係るＨｉｔスマホ契約者の義務） 

第 62条 契約者は、次のことを守っていただきます。 

(1) 自営端末設備（移動無線装置に限ります｡）を取り外し、変更し、分解し、若しくは損壊し、又はその設備

に線条その他の導体を連絡しないこと。 

ただし、天災又は事変その他の事態に際して保護する必要があるときは、この限りでありません。 

(2) 故意に契約者回線を保留したまま放置し又は当社が提供する付加機能を利用して多数の通信を行う等通信

の伝送交換に妨害を与える行為を行わないこと。 

(3) 故意に多数の不完了呼を発生させる等、通信のふくそうを生じさせるおそれがある行為を行わないこと。 

(4) 当社が貸与している USIMカードに登録されている契約者識別番号その他の情報を読み出しし、変更し、又

は消去しないこと。 

(5) 当社が貸与している USIMカードを善良な管理者の注意をもって保管すること。 

(6) メッセージ通信モードの利用において、法令若しくは公序良俗に反する、又は他者に不利益を与える等の

不適切な行為を行わないこと。 

また、同一の契約者回線において繰り返し第 36 条（通信利用の制限）第 2 項第 1 号の規定による制限を

受けた場合は、当社は、当該契約者回線を使用している契約者により本項の義務違反があったものとみなし

て取扱うことがあります。 

なお、別記 6 に定める不適切な行為に該当すると当社が判断した場合には、本項の義務違反があったもの

とみなします。 

(7) メッセージ通信モードの利用において、特定電子メールの送信を行う場合は、特定電子メール法に定める

表示を行うこと。 

(8) メッセージ通信モードの利用において、特定電子メールの送信を行う場合は、特定電子メールを送信しな

いように求める旨を当該送信者に通知した者に対して、特定電子メールの送信を行わないこと。 

(9) 前各号によるほか、特定電子メール法の規定に違反して文字メッセージを送信する行為を行わないこと。 

(10) 携帯電話不正利用防止法第 10 条の規定に違反して、Ｈｉｔスマホの提供に係る端末設備を貸与しないこ

と。 

(11) 当社が貸与している USIM カードを業として貸与する場合には、その貸与を受けようとする者を特定する

情報（氏名及び住所若しくは連絡先（当該 USIM カードに係る契約者識別番号を除きます。）又は名称及び

本店若しくは主たる事務所の所在地とします。）を確認すること。 

2 契約者は、前項の規定に違反して当社が貸与している USIM カードを亡失し、又は毀損したときは、当社が指

定する期日までにその補充又は修繕その他工事等に必要な費用を支払っていただきます。 

 

（工事等の端末設備の持込み） 



 

第 63条 契約者は、次のいずれかに該当する場合には、その自営端末設備（移動無線装置に限ります。以下この

条において同じとします。）、自営電気通信設備（移動無線装置に限ります。以下この条において同じとします。）

又は USIMカードを当社が指定した期日までに当社が指定するサービス取扱所へ持ち込んでいただきます。 

(1) 契約者識別番号の登録等を行うとき。 

(2) 第 23 条（自営端末設備の接続）第 3 項若しくは第 24 条（自営端末設備に異常がある場合等の検査）の規

定に基づく自営端末設備の検査又は第 27 条（自営電気通信設備の接続）第 3 項若しくは第 28 条（自営電気

通信設備に異常がある場合等の検査）の規定に基づく自営電気通信設備の検査を受けるとき。 

(3) 電波法に基づく自営端末設備の検査を受けるとき。 

 

 

（契約者に係る個人情報の利用） 

第 64条 当社は、契約者の氏名、名称、電話番号、住所、請求書の送付先、年齢、性別、選択する料金種別若し

くは割引等、設置する端末設備の種類又は支払状況等の情報（契約者を識別できる情報をいいます。以下「契

約者に係る個人情報」といいます。）の取扱いに関する指針（以下「プライバシーポリシー」といいます。）を

定め、これを当社のホームページ等において掲示します。 

2 当社は、契約者に係る個人情報について、今後の電気通信業務その他関連する業務の健全な運営又は契約者の

利便性向上等を目的として、プライバシーポリシーに定めるところにより、その目的の遂行に必要な範囲で利

用します。 

ただし、当社がこの利用に関連して契約者へ各種通知を行う場合に、あらかじめ契約者から通知を拒む旨の

意思表示があったときは、当社はその契約者に対して当該通知を行わないものとします。 

 

（契約者に係る個人情報の第三者提供） 

第 65条 当社は、国際電気通信事業者（別記 4に定める事業者に限ります。以下この条において同じとします｡）

から請求があったときは、契約者（その国際電気通信事業者の契約約款の規定に基づき電話利用契約（別記 4

に定めるものに限ります。以下この条において同じとします｡）を締結している者若しくは電話利用契約の申込

みをした者に係る個人情報を提供する場合があります。 

2 前項によるほか、当社は、プライバシーポリシーに定めるところにより、電気通信事業者等に契約者に係る個

人情報を提供する場合があります。 

 

（法令に関する事項等） 

第 66条 Ｈｉｔスマホ等の提供又は利用にあたり、法令に定めがある事項については、その定めるところにより

ます。 

2 前項の規定によるほか、法令に定めがある事項又は当該事項に関連する内容については、第 23 条（自営端末

設備の接続）から第 30 条（自営電気通信設備の電波法に基づく検査）及び第 51 条（当社の維持責任）に定め

るところによります。 

 

（電気通信サービスの休止及び廃止） 

第 67条 当社は、電気通信サービスの全部又は一部を休止又は廃止しようとするときは、あらかじめ、休止又は

廃止しようとする電気通信サービスを利用している契約者にそのことを通知します。ただし、事業法施行規則

第 13条第 2項に規定する電気通信サービスを休止又は廃止するときは、この限りではありません。 

 

（合意管轄） 



 

第 68条 契約者と当社との間でこの約款に関連して訴訟の必要が生じた場合、当社の本店所在地を管轄する地方

裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

（準拠法） 

第 69条 この約款の準拠法は、日本法とします。 

 



 

 

料金等の適用 

 

(料金等の設定) 

1 当社が提供するＨｉｔスマホの料金は別表に定めるほか、当社が別に定めるところによります。 

 

(料金の計算方法等) 

2 当社は、契約者がその契約に基づき支払う料金のうち、月額で定める料金(以下「月額料金」といいます。)、

通信料は料金月に従って計算します。 

ただし、当社が必要と認めるときは、料金月によらず随時に計算し、その支払いを請求します。 

3 当社は、業務の遂行上やむを得ない場合は、3に規定する料金月の起算日を変更することがあります。この場

合における月額料金、通信料については、当社が別に定める期間を 1の料金月として請求します。 

4 当社は、通信料については、通信の種類にかかわらず、その全ての料金を合計した額により、支払いを請求し

ます。 

 

(端数処理) 

5 当社は、料金その他の計算において、その計算結果に 1円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てま

す。 

 

(料金等の支払い) 

6 契約者は、料金について、当社が定める期日までに、当社が指定するサービス取扱所又は金融機関等において

支払っていただきます。 

 

(前受金) 

7 当社は、料金について、契約者の要請があったときは、前受金には利子を付さないことを条件として、あらか

じめ前受金を預かることがあります。 

 

(消費税相当額の加算) 

8 第 41条(基本使用料等の支払い義務)から第 45条(ユニバーサルサービス料の支払い義務)の規定その他この約

款及び料金等の適用に規定する料金の支払いを要するものとされている額は、税抜価格(消費税相当額を加算し

ない料金額をいいます。以下同じとします。)に消費税相当額を加算した額とします。 

ただし、税込価格(税抜価格に消費税相当額を加算した額をいいます。以下同じとします。)で料金を定めるも

のについては、この限りでありません。 

 

(料金等の臨時減免) 

9 当社は、災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは、この約款の規定にかかわらず、臨時に、その料金

を減免することがあります。 

10 当社は、前項の規定により、料金等の減免を行ったときは、当社のホームページに掲示する等の方法によりそ

のことを周知します。 

 

(基本使用料の適用) 

11 基本使用料の適用については、第 41 条(基本使用料等の支払い義務)の規定によるほか、この料金等の適用に

規定するとおりとします。 



 

 

(料金種別) 

12 当社は、当社が別に定める料金種別(以下「料金種別」といいます。)により、基本使用料を適用します。 

 

(利用期間の取扱い) 

13 利用期間の定めがある料金種別等に係る利用期間の取扱いは、その届出により当社が取扱所交換設備への必要

な登録を完了した日(その料金種別に係る取扱いが更新されたものであるときは、その更新があった日としま

す。)の属する料金月から起算して、当社が別に定める利用期間が経過することとなる料金月の末日をもって満

了するものとします。 

ただし、当社が別に定める場合はこの限りでありません。 

 

(付加機能使用料の適用) 

14 付加機能使用料の適用については、第 41 条(基本使用料等の支払い義務)の規定によるほか、この料金等の適

用に規定するとおりとします。 

 

(通信料の適用) 

15 通信料の適用については、第 42 条(通信料の支払い義務)の規定によるほか、この料金等の適用に規定すると

おりとします。 

 

(情報量等の測定) 

16 パケット通信モードに係る通信における課金対象パケット(契約者回線と取扱所交換設備又は相互接続点との

間において伝送される符号又は影像等(制御信号等のうち符号又は影像とみなされるものを含みます。以下同じ

とします｡)を含むパケット。以下同じとします。)の情報量は、Ｈｉｔスマホに係る機器により測定します。 

17 パケット通信モードに係る通信に関する料金は、当社が別に定める通信種別ごとの1料金月の課金対象パケッ

トの総情報量について、128byteごとに1の課金対象パケットとし、当社が別に定めるところにより算定した額

を適用します。 

 

(料金種別の選択等に伴う通信料の適用) 

18 契約者回線から行った通信に関する料金の適用については、当社が別に定める料金種別に対応する料金額を適

用します。 

 

(Ｈｉｔスマホに係る機器の故障等により正しく算定することができなかった場合の通信料の取扱い) 

19 Ｈｉｔスマホに係る機器の故障等により正しく算定することができなかった場合の通信料は次のとおりとし

ます。 

 (1) 過去1年間の実績を把握することができるとき 

機器の故障等により正しく算定することができなかった日の初日(初日が確定できないときにあっては、種々

の事情を総合的に判断して機器の故障等があったと認められる日)の属する料金月の前12料金月の各料金月

における1日平均の通信料が最低となる値に、算定できなかった期間の日数を乗じて得た額。 

(2) (1)以外のとき 

把握可能な実績に基づいて次表に規定する方法により算出した1日平均の通信料が最低となる値に、算定で 

きなかった期間の日数を乗じて得た額。 

ア 過去2か月以上の実績を把握することができる場合 



 

  機器の故障等により正しく算定することができなかった日前の実績が把握できる各料金月における1日

平均の通信料が最低となる値に、算定できなかった期間の日数を乗じて得た額 

イ 過去2ヶ月間の実績を把握することができない場合 

  機器の故障等により正しく算定することができなかった日前の実績が把握できる期間における1日平均

の通信料又は故障等の回復後の7日間における1日平均の通信料のうち低い方の値に、算定できなかった期

間に日数を乗じて得た額 

 

(各種割引の適用) 

20 当社は、契約者から届出があったときは、その契約者回線に係る基本使用料又はその契約者回線から行った通

信に関する料金について、当社が別に定めるところにより選択制による割引等を適用します。 

 ただし、割引等の適用が技術的に困難であるとき又は当社の業務の遂行上著しく支障があるときは、その割引

等の適用に関する契約者からの届出を承諾しないことがあります。この場合、当社はその旨を契約者に通知し

ます。 

 

(料金種別及び各種割引の変更等) 

21 契約者は、料金種別の変更又は適用中の割引等の変更若しくは廃止を行うときは、そのことをサービス取扱所

に届け出ていただきます。 

22 当社は、契約者が料金種別を変更したときは、適用中の割引等の変更又は廃止を行うことがあります。 

 

(解除料の適用) 

23 解約違約金及び解約手数料の適用については、第 43 条(解除料の支払い義務)に規定するところによります。

ただし、契約者が別に定める事由に該当する場合は、解除料の支払いを要しません。 

 

(手続きに関する料金の適用) 

24 手続きに関する料金については、第 44 条(手続きに関する料金の支払い義務)に規定するほか、別表に定める

ところによります。 

 

(料金の減免適用) 

25 当社は、手続きに関する料金の額について、その態様等を勘案して、その額を減免して適用することがありま

す。 

 

 



 

別表 

 

1 付加機能使用料 

(1) 適用 

付加機能使用料の適用については、第 41 条（基本使用料等の支払い義務）の規定によるほか、次のとおりと

します。 

付加機能使用料の適用 

(1)付加機能の利用の

請求の取扱い等 

ア 当社は、次の付加機能について、音声通話サービス契約者から利用の請求

があったものとみなして取り扱います。 

(ｱ)自動着信転送機能 

(ｲ)留守番通信機能（追加機能においては、着信通知機能に限ります。） 

(ｳ)インターネット接続機能 

イ 当社は、次の付加機能について、データ専用サービス契約者から利用の請

求があったものとみなして取り扱います。 

(ｱ) インターネット接続機能 

 

(2) 料金額 

区分 単位 料金額 

自
動
着
信
転
送 

 

その契約者回線へ行われた通信（パケット通信モード及びメッ

セージ通信モードによる通信を除きます。以下この欄において同

じとします。）を、あらかじめ指定された他の契約者回線又は協

定事業者に係る電気通信設備等に、自動的に転送する（当該契約

者回線に接続されている端末設備のボタン操作を行うことによ

る転送を含みます。）ことができるようにする機能をいいます。 

1 契約者回線

ごとに月額 

無料 



 

提
供
条
件 

(1) 自動着信転送機能を利用する場合の通信時間は、この自動着信転送機能により転送さ

れる通信の相手（以下「転送先」といいます。）に接続して通信できる状態にした時刻

に、通信を行った者の契約者回線とこの自動着信転送機能を利用している契約者回線

との通信及びその契約者回線と転送先との通信ができる状態にしたものとして測定し

ます。 

(2) 自動着信転送機能により転送される通信に関する料金については、その自動着信転送

機能を利用している契約者回線の契約者が支払いを要します。 

(3) 自動着信転送機能を利用する場合において、転送が 2回以上にわたる等通常と異なる

利用態様となるときは、通信品質を保証できないことがあります。 

(4) この自動着信転送機能に係る転送先の契約者等から、その転送される通信について間

違い通信等のため、その転送が行われないようにしてほしい旨の届出がある場合であ

って、当社が必要と認めるときは、その転送を中止していただくことがあります。 

(5) 自動着信転送機能を利用している契約者回線への通信又は自動着信転送機能により

転送される通信については、電波が伝わりにくい等のため、その契約者回線に接続さ

れている移動無線装置の在圏する地域を取扱所交換設備で確認できないとき等は、そ

の直前に確認できた地域（当社が確認できたものとみなす地域を含みます。）に在圏す

るものとみなして取り扱います。 

(6) 留守番通信機能を利用しているときは、利用することができません。 

(7) 発着信規制を指定しているときは、利用することができない場合があります。 

通
信
中
着
信
機
能 

(1) 通信中着信機能 

  通信（通話モードによる通信に限ります。以下この欄におい

て同じとします。）中に他から着信があることを知らせ、その契

約者回線に接続されている端末設備のボタン操作を行うことに

より、次のことができるようにする機能をいいます。 

ア 現に通信中の通信を保留し、その着信に応答して通信を行

った後、再び保留中の通信を行うこと。 

イ 現に通信中の通信を切断し、その着信に応答して通信を行

うこと。 

ウ その着信に応答しないまま切断し、現に通信中の通信を継

続すること。 

(2) 通信中発信機能 

  その契約者回線に接続されている端末設備のボタン操作を

行うことにより、次のことができるようにする機能をいいます。 

ア 現に通信中の通信を保留し、その通信中の相手以外の契約

者回線又は協定事業者に係る電気通信設備に接続して通信を

行った後、再び保留中の通信を行うこと。 

イ 現に通信中の通信を保留し、その通信中の相手以外の契約

者回線又は協定事業者に係る電気通信設備に接続して通信を

行っているときに、保留中の通信の切断又は保留中の通信と

通信中の通信との同時切断を行うこと。    

1 契約者回線

ごとに月額 

200円(税抜) 



 

提
供
条
件 

(1) 多者通信機能を利用しているときは利用することができない場合があります。 

(2) 当社は、通信中着信機能及び通信中発信機能を一括して提供します。 

多
者
通
信
機
能 

 通信（通話モードによる通信に限ります。以下この欄において

同じとします｡）中に端末設備のボタン操作を行うことにより、

その通信中の相手以外の契約者回線又は協定事業者に係る電気

通信設備に接続し、次のことができるようにする機能をいいま

す。 

 ア 現に通信中の通信を保留し、その通信中の相手以外の契約

者回線又は協定事業者に係る電気通信設備に接続して通信を

行った後、再び保留中の通信を行うこと。 

イ 現に通信中の通信を保留し、その通信中の相手以外の契約

者回線又は協定事業者に係る電気通信設備に接続して通信を

行っているときに、保留中又は通信中の 1 の通信の切断若し

くは保留中又は通信中の全ての通信の同時切断を行うこと。 

 ウ 同時に最大六者までの間で通信を行うこと。 

1 契約者回線

ごとに月額 

200円(税抜) 

提
供
条
件 

通信中着信機能を利用しているときは利用することができない場合があります。 

留
守
番
電
話
機
能 

基
本
機
能 

(1) 録音・再生機能 

  その契約者回線に着信した通信のメッセージの録

音及び録音されたメッセージの再生を行う機能をい

います。 

(2) 不在案内機能 

  その契約者回線に着信した通信に対し、あらかじめ

登録したメッセージにより不在を案内する等の機能

をいいます。 

1 契約者回線

ごとに月額 

無料 

追
加
機
能 

(1)着信通知機能                             

電波が伝わりにくい等により、その契約者回線に着 

信できなかった通信について、着信通知（着信情報

（その通信の日時等に関する情報をいいます。以下

この欄において同じとします。）の通知を行うことを

いいます。以下この欄において同じとします。）を行

う機能をいいます。 

1 契約者回線

ごとに月額 

無料 

(2)録音・再生拡張機能 

   その契約者回線の着信した通信のメッセージの保

存時間及び件数を拡張する機能をいいます。 

 

1 契約者回線

ごとに月額 

300円（税抜） 



 

提
供
条
件 

(1) 自動着信転送機能の提供を受けている契約者に限り提供します。 

(2) 留守番通信機能を利用している契約者回線への通信については、電波が伝わりにくい

等のため、その契約者回線に接続されている移動無線装置の在圏する地域を取扱所交換

設備で確認できないとき等は、その直前に確認できた地域（当社が確認できたものとみ

なす地域を含みます。）に在圏するものとみなして取り扱います。 

(3) 当社が別に定める協定事業者が提供する電気通信サービスの契約者回線等から、留守

番通信機能へ接続（契約者以外の者が接続する場合を含みます。）するために、当社が

定める電気通信番号をダイヤルして行った通信に関する料金は、契約する料金プランの

提供条件書に通話料として規定する料金額とし、留守番通信機能を利用している契約者

が支払うものとします。この場合において、その通信に関する料金は当社が請求するも

のとします。 

(4) 留守番通信機能へは、その契約者回線の留守番通信機能の設定条件により接続しま

す。 

(5) 留守番通信機能に蓄積できるメッセージの数、1のメッセージの録音時間及び着信通

知機能で通知する着信情報等その他の提供条件については、次表のとおりとします。 

 基本機能 録音・再生拡張機能 

蓄積できるメッセージ件数 30件 100件 

1のメッセージの録音時間 3分 3分 

1のメッセージの保存時間 72時間 7日間 

(6) 着信通知機能に係る着信通知は、メッセージ通信モードにより行います。この場合に

おいて、通知する着信情報等の提供状況については、当社が別に定めるところによりま

す。 

(7) 録音メッセージ送出機能に係るメッセージの送出は、パケット通信モードにより行い

ます。 

(8)留守番通信機能に蓄積できるメッセージ及び着信通知機能で通知する着信情報は、当

社が別に定める時間が経過した後消去します。 

(9) (8) の規定によるほか、留守番通信機能の利用の中止等があったときは、既に録音さ

れているメッセージが消去されることがあります。この場合において、消去されたメッ

セージの復元はできません。 

(10) 自動着信転送機能を利用しているときは、利用することができません。    

(11) 発着信規制を指定しているときは、利用することができない場合があります。 

(12) 当社は、基本機能を一括して提供します。  

(13) 当社は、追加機能のうち録音・再生拡張機能及び録音メッセージ送出機能を一括し

て提供します。 

(14) 本機能に関するその他の提供条件については、当社が別に定めるところによります。 



 

迷
惑
通
信
防
止
機
能 

その契約者回線の契約者が指定した電気通信番号（携帯電話事

業者、ＰＨＳ事業者、固定電気通信事業者又は本邦外で電気通信

業務を営む者（当社が別に定める者に限ります。）が提供する電

気通信サービスの電気通信番号を含みます。以下この欄において

同じとします。）を登録し、その登録された電気通信番号に係る

契約者回線等（契約者回線又は協定事業者に係る電気通信設備等

をいいます。以下この欄において同じとします。）から行われた

以後の通信（通話モード及びデジタル通信モードによる通信に限

ります。）に対しておことわりする旨の案内を自動的に行うこと

ができるようにする機能をいいます。 

1 契約者回線

ごとに月額 

100円（税抜） 

提
供
条
件 

(1)音声通話サービス契約者に限り提供します。 

(2) 登録できる電気通信番号は、20以内とします。 

(3) 登録できる電気通信番号を超えて登録しようとするときは、現に登録されている電気

通信番号のいずれかを消去した後に登録していただきます。 

(4) 当社は、現に登録中の電気通信番号に係る契約者回線等から行われた通信に対してお

ことわりする旨を案内する通信について、着信した時刻から一定時間経過後、その通信

を打ち切ります。 

(5) (4) に規定する通信に関する料金については、第 42条（通信料の支払い義務）又は

第 50 条（相互接続通信の料金の取扱い）に規定する支払いを要する者の支払いを要し

ます。 

(6) 当社は、Ｈｉｔスマホに係る電気通信設備の保守上又は工事上やむを得ないときは、

現に登録中の電気通信番号を消去することがあります。 

(7) 当社は、現に登録中の電気通信番号に係る契約者回線から行われる通信に対しておこ

とわりする旨の案内を行うことに伴い発生する損害については責任を負いません。 

(8) 電気通信番号の登録方法等その他の提供条件については、当社が別に定めるところに

よります。 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
機
能 

 端末設備の操作等により指定した当社が別に定める電気通信

設備に接続して、情報（端末設備に表示可能な数字及び文字をい

います。以下この欄において同じとします。）を受けることがで

きるようにする機能をいいます。 

1 契約者回線

ごとに月額 

無料 

提
供
条
件 

(1) 当社は、インターネット接続機能の利用に関して、相互接続点を介して接続している

電気通信設備に係る通信の品質を保証しません。 

(2) 情報の表示方法等その他の提供条件については、当社が別に定めるところによりま

す。 

(3) 当社は、基本機能を一括して提供します。 

  ただし、当社が別に定める場合は、この限りではありません。 

(4) 本機能に関するその他の提供条件については、当社が別に定めるところによります。 

 

 

 

 

 



 

2 国際通信に関する料金 

(1) 適用 

 ア 国際通信は、本邦から別記 8に定める国又は地域への相互接続通信（当社の国際電気通信役務に係る電

気通信設備への通信に限ります。）に限り行うことができます。 

ただし、デジタル通信モードによる国際通信については、別記 8 に国又は地域の定めがない場合でも、

行うことができるときがあります。この場合において、その通信に関する料金については、当社が別に定

めるところによります。 

イ 当社は、国際通信の利用に関して、相互接続点を介して接続している電気通信設備に係る通信の品質を

保証しません。 

ウ 国際通信は、本邦外の法令、本邦外で電気通信事業を営む者が定めるところによりその取扱いが制限さ

れることがあります。 

エ 当社は、国際通信に関する料金を適用するため、次のとおり区分します。 

通信区分 内容 

一般国際通信 相互接続通信であって、本邦外に着信する通信。 

特定国際通信 相互接続通信であって、インマルサットシステムに係る移動

地球局又は当社が別に定める衛星局設備に係る移動無線装

置に着信する通信。 

オ 当社は、一般国際通信に関する料金を適用するため、別記 8に定める国際通信地域区分により地域を区

分します。 

カ 国際通信地域区分は、通信を開始した時点の区分を適用し、その通信が終了するまで変更しません。 

 

(2) 料金額 

ア 通話モードによる通信に係るもの 

(ア) 一般国際通信に係るもの 

区分 

料金額(30秒までごとに次の料金額) 通信料 

 国際通信地域区分 

アメリカ 1 36円 

アメリカ 2 39円 

アメリカ 3 49円 

アメリカ 4 134円 

アメリカ 5 149円 

アメリカ 6 199円 

オセアニア 1 36円 

オセアニア 2 50円 

オセアニア 3 69円 

オセアニア 4 99円 

オセアニア 5 149円 

オセアニア 6 199円 

オセアニア 7 249円 

アジア 1 79円 



 

アジア 2 82円 

アジア 3 89円 

アジア 4 94円 

アジア 5 99円 

アジア 6 138円 

アジア 7 149円 

アジア 8 199円 

中東 1 149円 

中東 2 199円 

ヨーロッパ 1 60円 

ヨーロッパ 2 75円 

ヨーロッパ 3 81円 

ヨーロッパ 4 82円 

ヨーロッパ 5 109円 

ヨーロッパ 6 119円 

ヨーロッパ 7 124円 

ヨーロッパ 8 134円 

ヨーロッパ 9 149円 

ヨーロッパ 10 199円 

アフリカ 1 109円 

アフリカ 2 184円 

アフリカ 3 199円 

 

(イ) 特定国際通信に係るもの 

a インマルサットシステムに係る移動地球局へ行った通信に係るもの 

区分 料金額(30秒までごとに次の料金額) 

通信料 295円 

 

b 当社が別に定める衛星局設備に係る移動無線装置へ行った通信に係るもの 

区分 料金額(30秒までごとに次の料金額) 

通信料 195円 

 

イ デジタル通信モードによる通信に係るもの 

区分 

料金額(30秒までごとに次の料金額) 通信料 

 国際通信地域区分 

オセアニア A 170円 

アジア A 130円 

アジア B 152円 

アジア C 170円 

アジア D 230円 



 

中東 A 265円 

中東 B 280円 

ヨーロッパ A 203円 

ヨーロッパ B 218円 

ヨーロッパ C 230円 

ヨーロッパ D 280円 

ヨーロッパ E 296円 

ヨーロッパ F 298円 

アフリカ A 170円 

アフリカ B 230円 

 

3 国際メッセージ通信に係るもの 

区分 料金額（1通信ごとに次の料金額） 

送信料 100円 

 

 

4 通信の付加サービスに係るもの 

(1) 適用 

  ア 通信の付加サービスには、次の種類があります。 

種類 内容 

相互接続番号案内自動接続

サービス 

相互接続番号案内により案内された電気通信番号（当社が別に定めるものに限り

ます。以下この欄において「対象電話番号」といいます。）に対して、契約者から

の請求（当社が別に定めるものに限ります。）により、切断操作を行うことなく対

象電話番号への通話モードによる通信を行うサービス 

  イ 相互接続番号案内自動接続サービスを利用して行った通信に関する料金は、別に定める通話料の規定に

基づき算定した料金額に(2)に規定する通信付加料を加算したものとし、その通信を行った契約者回線の契

約者が料金の支払いを要します。 

  ウ 相互接続番号案内自動接続サービスを利用した通信を行った場合は、相互接続番号案内に係る通信時間

に相互接続番号案内自動接続サービスに係る通信時間を加算して測定します。 

 この場合において、相互接続番号案内自動接続サービスに係る通信時間は、相互接続番号案内自動接続

サービスの利用の請求を行った時刻から起算します。 

  エ 通信の付加サービスに係るその他の提供条件は、当社が別に定めるところによります。 

 

(2) 料金額 

ア 通信の付加サービスに係るもの 

(ア) 相互接続番号案内自動接続サービスに係るもの 

区分 単位 料金額 

通信付加料 1接続ごとに 100円（税抜） 

 

 

5 固定電気通信事業者から契約者回線へ行った通信に係る料金額 

(1) (2)以外の通話料 



 

区分 料金額（次の秒数までごとに 10円（税抜）） 

通信料 昼間※2 夜間※2 深夜・早朝※2 土曜日・日曜日・祝

日 

※2 

 在圏区域※1 

15秒 

17秒 18秒 17秒 

北海道 

東北 

関東 

北陸 

東海 

関西 20秒 30秒 20秒 

中国 17秒 18秒 17秒 

四国 20秒 30秒 20秒 

九州 17秒 18秒 17秒 

 

(2) 相互接続通信（他社公衆電話から行った通信に限ります。）に係る通話料 

区分 料金額（次の秒数までごとに 10円（税抜）） 

通信料 昼間 夜間 深夜・早朝 土曜日・日曜日・祝

日 

9.5秒 15秒 16秒 15秒 

 

(3) (4)以外の TVコール通信料及び 64Kデジタルデータ通信料 

区分 料金額（次の秒数までごとに 10円（税抜）） 

通信料 昼間 夜間 深夜・早朝 土曜日・日曜日・祝

日 

 在圏区域 

8.5秒 

9.5秒 10秒 9.5秒 

北海道 

東北 

関東 

北陸 

東海 

関西 11秒 16.5秒 11秒 

中国 9.5秒 10秒 9.5秒 

四国 11秒 16.5秒 11秒 

九州 9.5秒 10秒 9.5秒 

 

(4) 相互接続通信（他社公衆電話から行った通信に限ります。）に係る TVコール通信料及び 64Kデジタルデータ

通信料 

区分 料金額（次の秒数までごとに 10円（税抜）） 

通信料 
昼間 夜間 深夜・早朝 土曜日・日曜日・祝

日 



 

5秒 8.5秒 9秒 8.5秒 

 

※1 在圏区域を次表のとおり区分し、その在圏区域ごとに相互接続通信に関する料金を適用します。なお、在圏

区域は通信を開始した時点の区域を適用し、その通信が終了するまで変更しません。また、電波の伝播状態によ

り隣接する他の区域との間のものとして取り扱うことがあります。 

在圏区域 区域の範囲 

北海道地区 北海道 

東北地区 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県及び新潟県 

関東地区 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県及び長野県 

北陸地区 富山県、石川県及び福井県 

東海地区 岐阜県、静岡県、愛知県及び三重県 

関西地区 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県及び和歌山県 

中国地区 鳥取県、島根県、岡山県、広島県及び山口県 

四国地区 徳島県、香川県、愛媛県及び高知県 

九州地区 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県及び沖縄県 

 

※2 昼間、夜間、深夜・早朝及び土曜日・日曜日・祝日における時間帯区分は以下のとおりとします。 

区分 時間帯 

昼間 土曜日、日曜日及び祝日を除く午前 8時から午後 7時までの間 

夜間 土曜日、日曜日及び祝日を除く午後 7時から午後 11時までの間 

深夜・早朝 午後 11時から午前 0時及び午前 0時から午前 8時までの間 

土曜日・日曜日・祝日 土曜日、日曜日及び祝日における午前 8時から午後 11時までの間 

 

6 特定 IP電話サービスへの通話料割引 

(適用) 

ア 特定 IP電話サービスへの通話料割引とは、Ｈｉｔスマホ携帯電話からソフトバンク株式会社が提供する

「BB フォン(M)」「BB フォン」「BB フォン光」「BB フォン光シティ」「おうちのでんわ」「ホワイト光電話」

「ケーブルライン」、株式会社 TOKAIケーブルネットワークが提供する「ひかり de トーク S」及びソニー

ネットワークコミュニケーションズ株式会社が提供する「NURO 光 でんわ」への国内通話料を無料とさせ

ていただくサービスです。 

お申し込み 月額定額料 割引内容 

不要 無料 「BB フォン(M)」「BB フォン」「BB フォン光」「BB フォン光シティ」「おうちので

んわ」「ホワイト光電話」「ケーブルライン」「ひかり de トーク S」「NURO 光 で

んわ」への国内通話料が無料 

 

イ 本サービスでの無料通話となるのは、050 で始まる「BB フォン(M)」「BB フォン」「BB フォン光」「BB

フォン光シティ」の番号、および 03 などの市外局番で始まる「おうちのでんわ」「ホワイト光電話」「ケ

ーブルライン」「ひかり de トーク S」「NURO 光 でんわ」の番号に通話したものが対象となります。 

ウ 当社の提供する「番号案内転送サービス」を利用しての通話については、本サービスの無料通話の対象

外となりますのでご注意下さい。 

エ 「BB フォン(M)」「BB フォン」「BB フォン光」「BB フォン光シティ」「おうちのでんわ」「ホワイト光電

話」「ケーブルライン」「ひかり de トーク S」「NURO 光 でんわ」との TV コール通信料、64Kデジタルデ



 

ータ通信は、無料の対象外となります。 

オ その他当社が指定する電話番号との通話は無料の対象外となります。(詳細は以下の URL よりご確認く

ださい。「ソフトバンク株式会社」とあるのは「飛騨高山ケーブルネットワーク株式会社」と読み替えて適

用します。）) 

http://cdn.softbank.jp/mobile/set/data/legal/spguide/pdf/sp_sumahodai_numberlist_kiyaku.pdf 

カ 次の行為に該当すると当社が認めた場合、特定 IP 電話サービスへの通話料割引の適用を廃止し、通話

料の支払いを要するとともに、特定 IP 電話サービスへの通信料割引の適用を一定期間制限します。この

場合、その当社が認めた日から遡って、特定 IP 電話サービスへの通話料割引の適用を廃止していたもの

とみなして料金を再計算し、既に支払済みの料金額との差額を、契約者に請求します。 

(ア) 契約者が行う通信について契約者以外の者の用に供され、それが業として行われるもの又は他人の

通信を媒介するもの。 

(イ) 契約者が行う通信について、特定の協定事業者に係る電気通信設備に対し、一方的な発信又は機械

的な発信により、一定時間内に長時間又は多数の通信を一定期間継続するもの。 

(ウ) 契約者が行う通信について、通信による直接収入を得る目的で利用するなど、通話以外の目的で利

用するもの。 

 

7  5 分かけ放題オプション 

（適用） 

ア 「5分かけ放題オプション」をお申込みいただくことで、次の表の通話料が適用されます。 

5分かけ放題オプションの 

月額料金 

通話料※2 

 

1,200円／月 

5分以内の通話 5分超過の通話 

無料 20円／30秒 

（5分超過分に通話料がかかります） 

イ 国際電話通話料、0180、0570 等から始まる他社が料金設定している電話番号への通話料、電話番号案内

（104）、留守番電話センター宛ての国内通話料、転送電話サービス等は上記通話料（5分以内の通話無料、5

分超過の通話 30秒につき 20円）の対象外です。これらの料金については、Ｈｉｔスマホ契約約款および当

社ホームページでご確認ください。その他当社が指定する電話番号（当社以外が提供する電話サービスの利

用にあたり接続する電話番号、一方的な発信又は機械的な発信により、一定時間内に長時間又は多数の通信

を一定期間継続して接続する電話番号など）は、5分以内の通話においても無料通話の対象外となります（対

象の電話番号は下記 URLよりご確認ください。（「ソフトバンク株式会社」とあるのは「飛騨高山ケーブルネ

ットワーク株式会社」と読み替えて適用します。））。 

http://cdn.softbank.jp/mobile/set/data/legal/spguide/pdf/sp_sumahodai_numberlist_kiyaku.pdf 

ウ 本オプションが適用される場合であっても、特定 IP電話サービスへの通話料割引は適用されます。 

エ 次の行為に該当すると当社が認めた場合、本オプションの適用を廃止し、通話料の支払いを要するとと

もに、本オプションへの加入を一定期間制限します。この場合、その当社が認めた日から遡って、本オプ

ションの適用を廃止していたものとみなして料金を再計算し、既に支払済みの料金額との差額を、契約者

に請求します。 

(ア) 契約者が行う通信について契約者以外の者の用に供され、それが業として行われるもの又は他人の

通信を媒介するもの。 

(イ) 契約者が行う通信について、特定の協定事業者に係る電気通信設備に対し、一方的な発信又は機械

的な発信により、一定時間内に長時間又は多数の通信を一定期間継続するもの。 



 

(ウ) 契約者が行う通信について、通信による直接収入を得る目的で利用するなど、通話以外の目的で利

用するもの。 

オ Ｈｉｔスマホへ新たにご加入されるお客さま又はＨｉｔスマホを既にご利用中のお客さまがお申し込

みの場合は、加入日から適用となります。なお、Ｈｉｔスマホを解約又は本オプションを廃止される場合

は、解約日又は廃止日までの適用となります。 

 

8 相互接続番号案内料 

(1) 適用 

相互接続番号案内料の適用については、次のとおりとします。 

相互接続番号案内料の適用 

ア 日本マルチメディアサービ

ス株式会社が該当する電気通信

番号を案内できなかった場合の

取扱い 

日本マルチメディアサービス株式会社が該当する電気通信番号を案内できなか

った場合は、相互接続番号案内料の支払いを要しません。 

イ 相互接続番号案内料免除者

の取扱い 

相互接続番号案内料免除者（日本マルチメディアサービス株式会社が提供する番

号案内料無料サービスの適用を受けている者をいいます）については相互接続番

号料の支払いを要しません。 

 

(2) 料金額 

区分 単位 
料金額 

番号案内料 電話番号案内接続通信料 

相互接続番号案内料 1電気通信番号ごとに 200円（税抜） 20円／30秒 

 

 

 

9 手続きに関する料金 

(1) 契約事務手数料 

 Ｈｉｔスマホに係る契約申込みをし、その承諾を受けたときに支払いを要する料金  

区   分 単   位 料金額 

契約事務手数料 1契約ごとに 3,000円(税抜) 

 

(2) USIMカード発行手数料 

 USIM カードの貸与に関する請求（契約の申込みと同時に行われたものを除きます。）をし、その承諾を受

けたときに支払いを要する料金  

区   分 単   位 料金額 

USIMカード再発行手数料 1の USIMカードごとに 3,000円(税抜) 

 

(3)  携帯電話・PHS番号ポータビリティの利用に関する手数料 

 Ｈｉｔスマホに係る契約の解除に伴い、携帯電話・PHS 番号ポータビリティを希望する旨の申出をし、そ

の承諾を受けたときに支払いを要する料金  

区   分 単   位 料金額 



 

MNP転出手数料 1契約ごとに 3,000円(税抜) 

 

(4) 解約手数料 

 Ｈｉｔスマホ解約時に係る事務手数料  

区   分 単   位 料金額 

解約手数料 1契約ごとに 2,000円(税抜) 

 

10 ユニバーサルサービス料 

単位 料金額（月額） 

1の契約者識別番号ごとに 3円（税抜） 

 

 

 

 

 

 



 

別記 

 

1 Ｈｉｔスマホの契約者回線に接続される自営端末設備又は自営電気通信設備が適合すべき技術基準及び技術

的条件 

区  別 技術基準及び技術的条件 

Ｈｉｔスマホの契約者回線に接続される場合 端末設備等規則 

 

2 契約者回線から送信できるメッセージ通信モードを利用した通信の数 

  24時間以内に次表に規定するメッセージ通信モードを利用した通信が行われ、同表に規定する制限数を超え

た場合は、起算時刻の属する日の翌日から契約者回線からのメッセージ通信モードによる通信を 24 時間制限

します。この場合において、制限数及び起算時刻はＨｉｔスマホに係る機器により測定し、当社の業務遂行上

やむを得ないときは、制限数又は起算時刻を変更することがあります。 

1契約者回線ごとに                                                                                     

通信の種類 制限数 

メッセージ通信モードを利用した通信 199 

 

3 相互接続通信の接続形態と料金の取扱い 

(1) 相互接続通信に係る料金を一括して定めるもの 

ア イ以外のもの 

接 続 形 態 料 金 の 取 扱 い 等 

(ｱ) 発信：当社の契約者回線 

 

着信：携帯電話事業者又は

PHS 事業者に係る電気通信設

備 

料金設定事業者：当社 

料金を請求する事業者：当社 

料金の支払を要する者：その通信の発信に係る契約者回線の契約者 

料金に関するその他の取扱い：この約款に定めるところによります。 

(ｲ) 発信：当社の契約者回線 

 

着信：固定電気通信事業者又

は IP 電話事業者に係る電気

通信設備 

料金設定事業者：当社又は固定電気通信事業者若しくは IP電話事業者 

料金を請求する事業者：当社又は固定電気通信事業者若しくは IP 電話事

業者 

料金の支払を要する者：その通信の発信に係る契約者回線の契約者 

料金に関するその他の取扱い：その固定電気通信事業者又は IP 電話事業

者の契約約款及び料金表に定めがある場合を除き、この約款に定めるとこ

ろによります。 

(ｳ) 発信：当社の契約者回線 

 

着信：国際電気通信事業者に

係る電気通信設備 

料金設定事業者：当社又は国際電気通信事業者 

料金を請求する事業者：当社又は国際電気通信事業者 

料金の支払を要する者：その通信の発信に係る契約者回線の契約者（この

約款に別段の定めがある場合を除き、国際電気通信事業者の契約約款及び

料金表に定める国際電気通信事業者と電話利用契約等を締結している者

に限ります。） 

料金に関するその他の取扱い：この約款に別段の定めがある場合を除き、

その国際電話事業者の契約約款及び料金表に定めるところによります。 



 

(ｴ) 発信：携帯電話事業者又は

PHS 事業者に係る電気通信設

備 

 

着信：当社の契約者回線 

料金設定事業者：携帯電話事業者又は PHS事業者 

料金を請求する事業者：携帯電話事業者又は PHS事業者 

料金の支払を要する者：その携帯電話事業者又は PHS事業者の契約約款及

び料金表に規定する者 

料金に関するその他の取扱い：この約款に別段の定めがある場合を除き、

その携帯電話事業者又は PHS事業者の契約約款及び料金表に定めるところ

によります。 

(ｵ) 発信：固定電気通信事業者又

は IP 電話事業者に係る電気

通信設備 

 

着信：当社の契約者回線 

料金設定事業者：当社又は固定電気通信事業者若しくは IP電話事業者 

料金を請求する事業者：固定電気通信事業者又は IP電話事業者 

料金の支払を要する者：その固定電気通信事業者又は IP 電話事業者の契

約約款及び料金表に規定する者 

料金に関するその他の取扱い：この約款に別段の定めがある場合を除き、

その固定電気通信事業者又は IP 電話事業者の契約約款及び料金表に定め

るところによります。 

(ｶ) 発信：国際電気通信事業者に

係る電気通信設備 

 

着信：当社の契約者回線 

料金設定事業者：国際電気通信事業者 

料金を請求する事業者：国際電気通信事業者 

料金の支払を要する者：その国際電気通信事業者の契約約款及び料金表に

規定する者 

料金に関するその他の取扱い：その国際電気通信事業者の契約約款及び料

金表に定めるところによります。 

 (2) (1)以外のもの 

ア 相互接続通信に関する料金は、協定事業者が定める料金を除き当社が定めることとします。 

イ 当社の契約者回線から行った通信に係る料金は、その通信の発信に係る契約者回線の契約者が支払を要

します。 

ウ 協定事業者に係る契約者回線から行った通信に係る料金は、協定事業者の契約約款及び料金表に定めが

ある場合を除き、その協定事業者に係る契約者回線の契約者が支払を要します。 

エ 料金の請求その他の取扱いについては、この約款に別段の定めがある場合を除き、その協定事業者の約

款及び料金表に定めるところによります。 

 

4 国際電気通信事業者の電話利用契約 

事  業  者 電 話 利 用 契 約 

KDDI株式会社 特定一般電話契約 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 携帯電話等国際利用契約 

アルテリア・ネットワークス株式会社 一般電話契約 

ブラステル株式会社 ブラステル国際電話サービス契約 

株式会社アイ・ピー・エス 国際電話加入契約 

 

5 新聞社等の基準 

 新聞社等の基準については次のとおりとします。 

区  分 基      準 

1 新聞社 次の基準の全てを備えた日刊新聞紙を発行する新聞社 

(1) 政治、経済、文化その他公共的な事項を報道し、又は議論することを目的として、



 

あまねく発売されること。 

(2) 発行部数が 1の題号について、8,000部以上であること。 

2 放送事業者等 放送法（昭和 25 年法律第 132 号）第 2 条に規定する放送事業者及び有線テレビジョ

ン放送法（昭和 47 年法律第 114 号）第 2 条に規定する有線テレビジョン放送施設者

であって自主放送を行う者 

3 通信社 新聞社又は放送事業者にニュース（1欄の基準の全てを備えた日刊新聞紙に掲載し、

又は放送事業者が放送するためのニュース又は情報（広告を除きます｡）をいいます｡）

を提供することを目的とする通信社 

 

6 メッセージ通信モード又はパケット通信モード利用における不適切な行為 

(1) 他者に不利益若しくは損害を与える行為又はそれらのおそれのある行為 

(2) 他者に嫌悪感を抱かせる若しくは嫌悪感を抱かせるおそれのあるメールを送信する行為 

(3) 同意を得ることなく不特定多数の他者に、宣伝若しくは勧誘のメールを送信する行為 

(4) 犯罪的行為若しくは犯罪的行為に結びつく行為又はそれを誘発若しくは扇動する行為 

(5) 当社若しくは他社の電気通信設備の利用若しくは運営に支障を与える又は与えるおそれのある行為 

(6) 他者を誹謗中傷し、又はその名誉若しくは信用を毀損する行為 

(7) わいせつ、児童ポルノ若しくは児童虐待にあたる画像若しくは文書等を送信する行為 

(8) 無限連鎖講（ネズミ講）を開設し又はこれを勧誘する行為 

(9) メッセージ通信モードにより利用し得る情報を改ざんし、又は消去する行為 

(10) 他者になりすましてメッセージ通信モードを利用する行為（偽装するためにメールヘッダ等の部分に細工

する行為を含みます。） 

(11) 有害なコンピュータプログラム等を送信する行為 

(12) その他、当社が不適切と判断する行為 

 

7 時報サービス等 

(1) 当社は、次により時報サービス、電報類似サービス接続機能及び天気予報サービスを提供します。 

区  別 内  容 電気通信番号 

時報サービス 日本中央標準時に準拠した時刻を通知するサービス 117 

電報類似サービス接続

機能 

PS コミュニケーションズ株式会社の信書便約款に規

定する PSコミュニケーションズ特定信書便へ接続す

るサービス 

115 

天気予報サービス 
気象庁が作成した気象、地象又は水象に関する気象

情報を通知するサービス 
177 

(2) 時報サービスは、1 の通信（通話モードによる通信に限ります。）について、時報を聞くことができる状態

にした時刻から起算し、6分経過後 12分までの間において、その通信を打ち切ります。 

(3) 電報類似サービス接続機能に関する料金その他の提供条件については、この約款の規定にかかわらず、PS

コミュニケーションズ株式会社が定めるものとします。 

(4) 天気予報サービスは、その契約者回線に接続されている移動無線装置が在圏する地域により、当社が別に

定める地域の気象情報を聞くことができます。 

 

 

 

 



 

8 国際通信地域区分における地域の範囲 

国際通信地域区分における地域の範囲は、次のとおりとします。 

(1) 通話モードに係るもの 

国際通信 

地域区分 
地域の範囲 

アメリカ 1 アラスカ、ハワイ 

アメリカ 2 アメリカ合衆国 

アメリカ 3 カナダ 

アメリカ 4 ブラジル連邦共和国 

アメリカ 5 アルゼンチン共和国、アルバ、アンティグア・バーブーダ、ウルグアイ東方共和国、エクアド

ル共和国、エルサルバドル共和国、オランダ領アンティル、オランダ領セント・マーティン、

ガイアナ協同共和国、キューバ共和国、グアテマラ共和国、グアドループ島、グレナダ、コス

タリカ共和国、コロンビア共和国、サンピエール島・ミクロン島、ジャマイカ、セントビンセ

ント・グレナディーン諸島、チリ共和国、ドミニカ共和国、ニカラグア共和国、米領バージン

諸島、ハイチ共和国、パナマ共和国、バハマ国、バミューダ島、パラグアイ共和国、バルバド

ス、プエルトリコ、フォークランド諸島、フランス領ギアナ、ベネズエラ・ボリバル共和国、

ベリーズ、ペルー共和国、ボリビア共和国、ホンジュラス共和国、マルチニーク島、メキシコ

合衆国、モンセラット 

アメリカ 6 アンギラ、ケイマン諸島、スリナム共和国、セントクリストファー・ネーヴィス、セントルシ

ア、タークス・カイコス諸島、ドミニカ国、トリニダード・トバゴ共和国、英領バージン諸島 

オセアニア 1 グアム 

オセアニア 2 ニュージーランド 

オセアニア 3 サイパン 

オセアニア 4 オーストラリア連邦、マーシャル諸島共和国 

オセアニア 5 クリスマス島、ココス諸島、サモア独立国、米領サモア、ツバル、ニューカレドニア、ノーフ

ォーク島、フランス領ポリネシア、ミクロネシア連邦 

オセアニア 6 キリバス共和国、クック諸島、ソロモン諸島、トケラウ諸島、トンガ王国、ナウル共和国、ニ

ウエ、バヌアツ共和国、パラオ共和国、フィジー諸島共和国、ワリス・フテュナ諸島 

オセアニア 7 パプアニューギニア独立国 

アジア 1 マレーシア 

アジア 2 ブルネイ・ダルサラーム国、マカオ特別行政区 

アジア 3 シンガポール共和国 

アジア 4 フィリピン共和国 

アジア 5 インドネシア共和国、大韓民国、タイ王国、台湾、中華人民共和国、ベトナム社会主義共和国、

香港特別行政区 

アジア 6 ミャンマー連邦 

アジア 7 インド、朝鮮民主主義人民共和国、スリランカ民主社会主義共和国、ネパール連邦民主共和国、

パキスタン・イスラム共和国、バングラデシュ人民共和国、ブータン王国、モルディブ共和国、

モンゴル国、ラオス人民民主共和国 

アジア 8 カンボジア王国、東ティモール民主共和国 

中東１ アラブ首長国連邦、イエメン共和国、イスラエル国、イラン・イスラム共和国、オマーン国、



 

カタール国、クウェート国、サウジアラビア王国、シリア・アラブ共和国、ヨルダン・ハシェ

ミット王国 

中東 2 アフガニスタン・イスラム共和国、イラク共和国、バーレーン王国、レバノン共和国 

ヨーロッパ 1 デンマーク王国 

ヨーロッパ 2 ギリシャ共和国、ノルウェー王国、ベルギー王国 

ヨーロッパ 3 アイルランド、アゾレス諸島、ポーランド共和国、ポルトガル共和国、マディラ諸島 

ヨーロッパ 4 フィンランド共和国 

ヨーロッパ 5 オランダ王国、スイス連邦、スペイン、ロシア連邦 

ヨーロッパ 6 グレートブリテン・北アイルランド連合王国、イタリア共和国、ウクライナ、スウェーデン王

国、チェコ共和国、ドイツ連邦共和国、バチカン市国、ハンガリー共和国、フェロー諸島、フ

ランス共和国、ルーマニア 

ヨーロッパ 7 アゼルバイジャン共和国、ルクセンブルク大公国 

ヨーロッパ 8 トルコ共和国 

ヨーロッパ 9 アイスランド共和国、アルメニア共和国、アンドラ公国、ウズベキスタン共和国、オーストリ

ア共和国、カザフスタン共和国、キプロス共和国、グリーンランド、クロアチア共和国、サン

マリノ共和国、ジブラルタル、スロバキア共和国、スロベニア共和国、セルビア共和国、ブル

ガリア共和国、ベラルーシ共和国、ボスニア・ヘルツェゴビナ、マケドニア旧ユーゴスラビア

共和国、マルタ共和国、モナコ公国、モルドバ共和国、モンテネグロ、ラトビア共和国、コソ

ボ共和国 

ヨーロッパ

10 

アルバニア共和国、エストニア共和国、キルギス共和国、グルジア、タジキスタン共和国、ト

ルクメニスタン、リトアニア共和国、リヒテンシュタイン公国 

アフリカ１ カナリー諸島、スペイン領北アフリカ 

アフリカ 2 アンゴラ共和国、ウガンダ共和国、エジプト・アラブ共和国、エチオピア連邦民主共和国、ガ

ーナ共和国、カメルーン共和国、ケニア共和国、コートジボワール共和国、コモロ連合、ザン

ビア共和国、ジンバブエ共和国、スーダン共和国、スワジランド王国、セネガル共和国、タン

ザニア連合共和国、チュニジア共和国、ナイジェリア連邦共和国、ブルキナファソ、ベナン共

和国、ボツワナ共和国、マラウイ共和国、南アフリカ共和国、南スーダン共和国、モーリシャ

ス共和国、モザンビーク共和国、モロッコ王国 

アフリカ 3 アセンション島、アルジェリア民主人民共和国、エリトリア国、カーボヴェルデ共和国、ガボ

ン共和国、ガンビア共和国、ギニア共和国、ギニアビサウ共和国、コンゴ共和国、コンゴ民主

共和国、サントメ・プリンシペ民主共和国、シエラレオネ共和国、ジブチ共和国、赤道ギニア

共和国、セントヘレナ島、ソマリア民主共和国、チャド共和国、中央アフリカ共和国、トーゴ

共和国、ナミビア共和国、ニジェール共和国、ブルンジ共和国、マイヨット島、マダガスカル

共和国、マリ共和国、モーリタニア・イスラム共和国、リビア、リベリア共和国、ルワンダ共

和国、レソト王国、レユニオン 

(2) デジタル通信モードに係るもの 

国際通信 

地域区分 
地域の範囲 

オセアニア A オーストラリア連邦、ニュージーランド 

アジア A 大韓民国、台湾、香港特別行政区、中華人民共和国 

アジア B シンガポール共和国、フィリピン共和国 



 

アジア C インドネシア共和国、スリランカ民主社会主義共和国、マレーシア 

アジア D ブルネイ・ダルサラーム国、マカオ特別行政区 

中東 A アラブ首長国連邦、イスラエル国、カタール国 

中東 B サウジアラビア王国 

ヨーロッパ

Ａ 

グレートブリテン・北アイルランド連合王国、イタリア共和国、オーストリア共和国、サンマ

リノ共和国、スウェーデン王国、ドイツ連邦共和国、バチカン市国、フランス共和国、モナコ

公国、ルーマニア 

ヨーロッパ B デンマーク王国、ハンガリー共和国 

ヨーロッパ C オランダ王国、ギリシャ共和国、スイス連邦、スペイン、スロベニア共和国、トルコ共和国、

ノルウェー王国、フィンランド共和国、ブルガリア共和国、ベルギー王国 

ヨーロッパ D アイルランド、アゾレス諸島、スロバキア共和国、チェコ共和国、ポーランド共和国、ポルト

ガル共和国、マディラ諸島 

ヨーロッパ E クロアチア共和国、マルタ共和国 

ヨーロッパ F ルクセンブルク大公国 

アフリカ A 南アフリカ共和国 

アフリカ B カナリー諸島 

 



 

9 国際メッセージ通信を送信できる海外事業者及び本邦外の電気通信事業者 

国際メッセージ通信の利用による通信を行うことができる海外事業者は次表のとおりとします。 

 

(1) (2)以外のもの 

国又は地域 海外事業者名 
国際メッセージ通信

に係るもの 

アメリカ合衆国 

AT&T Mobility LLC ○ 

Sprint Spectrum, L.P. ○ 

T-Mobile USA, Inc ○ 

Verizon Wireless ○ 

アラスカ 

AT&T Mobility LLC ○ 

Sprint Spectrum, L.P. ○ 

Verizon Wireless ○ 

アルゼンチン共和国 
Claro Argentina ○ 

Telecom Personal S.A. ○ 

ウルグアイ東方共和国 Claro Uruguay ○ 

エルサルバドル共和国 
CLARO EL SALVADOR ○ 

DIGICEL, S.A. de C.V. ○ 

オランダ領アンティル Digicel ○ 

ガイアナ協同共和国 Digicel ○ 

カナダ Rogers Communications Canada Inc. ○ 

ジャマイカ 
Cable & Wireless (West Indies) Limited ○ 

Digicel ○ 

チリ共和国 
ENTEL PCS Telecomunicaciones S.A. and ENTEL 

Telefonía Móvil S.A. 
○ 

ニカラグア共和国 CLARO NICARAGUA ○ 

米領バージン諸島 

AT&T Mobility LLC ○ 

Sprint Spectrum, L.P. ○ 

T-Mobile USA, Inc ○ 

ハイチ共和国 Digicel ○ 

パナマ共和国 CABLE & WIRELESS PANAMÁ, S.A. ○ 

パラグアイ共和国 AMX PARAGUAY S.A. ○ 

ハワイ 

AT&T Mobility LLC ○ 

Sprint Spectrum, L.P. ○ 

T-Mobile USA, Inc ○ 

Verizon Wireless ○ 

プエルトリコ 

AT&T Mobility LLC ○ 

Sprint Spectrum, L.P. ○ 

T-Mobile USA, Inc ○ 



 

Verizon Wireless ○ 

フォークランド諸島 Cable & Wireless South Atlantic Limited ○ 

ブラジル連邦共和国 
Oi Móvel S.A. ○ 

TIM CELULAR S.A. ○ 

ベネズエラ・ボリバル共和国 CORPORACIÓN DIGITEL, C.A. ○ 

ペルー共和国 AMÉRICA MÓVIL PERÚ S.A.C. ○ 

ボリビア共和国 ENTEL S.A. ○ 

ホンジュラス共和国 
Servicios de Telecomunicaciones de Honduras, 

S.A. de C.V. 
○ 

メキシコ合衆国 Radiomóvil DIPSA S.A. de C.V. Telcel ○ 

 

オーストラリア連邦 

Optus Mobile Pty Ltd ○ 

Telstra Corporation, Limited. ○ 

Vodafone Network Pty Ltd ○ 

グアム DOCOMO PACIFIC, INC. ○ 

サイパン DOCOMO PACIFIC, INC. ○ 

サモア独立国 Digicel Samoa ○ 

トンガ王国 Digicel (Tonga) Limited ○ 

ナウル共和国 Digicel (Nauru) Limited ○ 

ニューカレドニア OPT New Caledonia ○ 

ニュージーランド 
Spark New Zealand Trading Limited ○ 

Vodafone New Zealand Limited ○ 

バヌアツ共和国 Digicel (Vanuatu) Limited ○ 

パプアニューギニア独立国 
BMobile Limited ○ 

Digicel PNG ○ 

フィジー諸島共和国 
Digicel (Fiji) Limited ○ 

Vodafone Fiji Limited ○ 

 

インド 

Aircel Cellular Limited ○ 

Bharat Sanchar Nigam Ltd. ○ 

Bharti Airtel Limited ○ 

Vodafone Cellular Ltd. India, Kerala ○ 

Vodafone Essar East Limited ○ 

Vodafone Essar Gujarat Limited ○ 

Vodafone Essar Limited ○ 

Vodafone Essar Mobile Services Limited ○ 

インドネシア共和国 
PT HUTCHISON 3 INDONESIA ○ 

PT Indosat Tbk ○ 



 

PT Telekomunikasi Selular ○ 

PT. XL Axiata, Tbk ○ 

大韓民国 
KT Corporation ○ 

SK Telecom Co., Ltd. ○ 

カンボジア王国 CamGSM Company Limited ○ 

シンガポール共和国 

M1 Limited ○ 

SingTel Mobile Singapore Pte. Ltd ○ 

StarHub Mobile Pte Ltd ○ 

スリランカ民主社会主義共和国 
Dialog Axiata PLC (PQ 38) ○ 

Mobitel Private Limited ○ 

タイ王国 

Advanced Info Service Public Company Limited. ○ 

Total Access Comunication Public Company 

Limited 
○ 

True Move H Universal Communication Co., Ltd. ○ 

台湾 

Chunghwa Telecom Co., Ltd. ○ 

Far EasTone Telecommunications Co. Ltd. ○ 

Taiwan Mobile Co., Ltd. ○ 

Taiwan Star Telecom Corporation Limited ○ 

中華人民共和国 

China Mobile Communications Corporation ○ 

China Telecommunications Corporation ○ 

China United Network Communications 

Corporation Limited 
○ 

ネパール連邦民主共和国 

Ncell Private Limited ○ 

Nepal Doorsanchar Company Limited ○ 

パキスタン・イスラム共和国 

CMPak Limited ○ 

Pakistan Mobile Communication Ltd. ○ 

Warid Telecom (Pvt) Ltd ○ 

バングラデシュ人民共和国 

Airtel Bangladesh Limited ○ 

GrameenPhone Limited ○ 

Orascom Telecom Bangladesh Limited ○ 

Robi Axiata Limited ○ 

東ティモール民主共和国 Timor Telecom ○ 

フィリピン共和国 

Digitel Mobile Philippines, Inc. ○ 

Globe Telecom, Inc. ○ 

SMART Communications, Inc. ○ 



 

ブータン王国 B-Mobile ○ 

ブルネイ・ダルサラーム国 
DST Communications Sdn.Bhd. ○ 

Progresif Cellular Sdn Bhd ○ 

ベトナム社会主義共和国 

MobiFone Corporation ○ 

Vietnamobile Communications Center Branch of 

Hanoi Telecom Joint Stock Company 
○ 

Viettel Group ○ 

VNPT International ○ 

香港特別行政区 

China Mobile Hong Kong Company Limited ○ 

Hong Kong Telecommunications (HKT) Limited ○ 

Hong Kong Telecommunications (HKT) Limited ○ 

Hutchison Telephone Company Limited ○ 

SmarTone Mobile Comunications Limited ○ 

マカオ特別行政区 

Companhia de Telecomunicacoes de Macau 

S.A.R.L 
○ 

Hutchison Telephone (Macau) Company Limited ○ 

SMARTONE - COMUNICAÇÕES MÓVEIS, S.A. ○ 

マレーシア 

Celcom Axiata Berhad ○ 

DiGi Telecommunications Sdn Bhd ○ 

Maxis Mobile Services Sdn Bhd ○ 

モルディブ共和国 
Dhivehi Raajjeyge Gulhun Private Limited ○ 

Ooredoo Maldives Pvt Ltd ○ 

モンゴル国 MobiCom Corporation ○ 

ラオス人民民主共和国 VimpelCom Lao Co. Ltd. ○ 

 

アラブ首長国連邦 EMIRATES TELECOMMUNICATIONS CORPORATION ○ 

イスラエル国 

Cellcom Israel Ltd ○ 

Partner Communications Company Ltd. ○ 

Pelephone Communications Ltd ○ 

イラク共和国 
Asiacell Communications L.L.C. ○ 

Zain, Iraq ○ 

イラン・イスラム共和国 MTN Irancell ○ 

オマーン国 

Oman Mobile Telecommunications Company 

S.A.O.G. 
○ 

Omani Qatari Telecommunications Company 

S.A.O.G. 
○ 

カタール国 Ooredoo Q.S.C ○ 



 

クウェート国 Mobile Telecommunications Company ○ 

サウジアラビア王国 
Etihad Etisalat Company ○ 

Saudi Telecom Company ○ 

シリア・アラブ共和国 Areeba Syria ○ 

バーレーン王国 MTC VODAFONE (BAHRAIN) ○ 

パレスチナ Palestine  Cellular Communication Ltd ○ 

ヨルダン・ハシェミット王国 

Jordan Mobile Telephone Services Co., Ltd ○ 

Umniah Mobile Company ○ 

レバノン共和国 Mobile Interim Company No.2 S.A.L ○ 

 

アイスランド共和国 Fjarskipti hf. ○ 

アイルランド 

Hutchison 3G Ireland Limited ○ 

Meteor Mobile Communications Limited ○ 

Telefonica Ireland Limited ○ 

Vodafone Ireland Ltd. ○ 

アゼルバイジャン共和国 Bakcell Ltd ○ 

アゾレス諸島 
Vodafone Portugal - Comunicações Pessoais 

S.A. 
○ 

アルバニア共和国 Vodafone Albania Sh. A. ○ 

アルメニア共和国 Armenia Telephone Company ○ 

アンドラ公国 Servei De Telecomunicacions d’Andorra ○ 

グレートブリテン・北アイルランド

連合王国 

Cable & Wireless UK ○ 

Everything Everywhere Limited ○ 

Orange Personal Communications Services 

Limited 
○ 

Telefónica O2 UK Limited ○ 

VODAFONE LTD ○ 

ガーンジー島 
JERSEY AIRTEL LIMITED ○ 

Sure (Guernsey) Limited  ○ 

ジャージー島 

JERSEY AIRTEL LIMITED ○ 

JT (Jersey) Limited ○ 

Sure (Jersey) Limited ○ 

マン島 Manx Telecom ○ 



 

Sure (Isle of Man) Limited ○ 

イタリア共和国 

H3G SpA ○ 

Vodafone Omnitel S.p.A. ○ 

WIND Telecommunicasioni S.p.A. ○ 

ウクライナ 
lifecell LLC ○ 

PrJSC "MTS Ukraine" ○ 

ウズベキスタン共和国 “Unitel” LLC ○ 

エストニア共和国 Elisa Mobiilsideteenused AS ○ 

オーストリア共和国 

A1 Telekom Austria AG ○ 

Hutchison Drei Austria GmbH ○ 

T-Mobile Austria GmbH ○ 

オランダ王国 
KPN B.V., The Netherlands  ○ 

Vodafone Libertel N.V. ○ 

カザフスタン共和国 

Kar-Tel LLC ○ 

Kcell Joint Stock Company ○ 

Mobile Telecom-Service ○ 

キプロス共和国 Cyprus Telecommunications Authority ○ 

ギリシャ共和国 

COSMOTE MOBILE TELECOMMUNICATIONS S.A. ○ 

VODAFONE-PANAFON S.A. ○ 

WIND HELLAS Telecommunications S.A. ○ 

キルギス共和国 
Public Joint-Stock Company MegaFon (MegaFon, 

PJSC) 
○ 

グルジア GEOCELL LTD ○ 

クロアチア共和国 VIPnet d.o.o. ○ 

コソボ共和国 iPKO Net LLC ○ 

サンマリノ共和国 

H3G SpA ○ 

Vodafone Omnitel S.p.A. ○ 

WIND Telecommunicasioni S.p.A. ○ 

ジブラルタル Gibtelecom ○ 

スイス連邦 
Sunrise Communications AG ○ 

Swisscom (Switzerland)Ltd. ○ 

スウェーデン王国 

HI3G Access AB ○ 

Telenor Sverige AB ○ 

TeliaSonera Mobile Networks AB ○ 

スペイン 
Vodafone España, S.A.U. ○ 

Xfera Móviles S.A. ○ 

スロバキア共和国 

O2 Slovakia, s.r.o. ○ 

Orange Slovensko.a.s. ○ 



 

SlovakTelekom,a.s. ○ 

スロベニア共和国 
SI Mobil d.d. ○ 

Telekom Slovenije, d.d. ○ 

セルビア共和国 
Preduzeće za telekomunikacije “Telekom 

Srbija” a.d. akcionarsko društvo Beograd 
○ 

タジキスタン共和国 
Public Joint-Stock Company MegaFon (MegaFon, 

PJSC) 
○ 

チェコ共和国 

O2 Czech Republic a.s. ○ 

T-Mobile Czech Republic a.s. ○ 

Vodafone Czech republic a.s. ○ 

デンマーク王国 

HI3G Access AB ○ 

TDC Mobile A/S ○ 

Telia Mobile Denmark, Branch of TeliaSonera 

Mobile Networks AB, Sweden 
○ 

ドイツ連邦共和国 

Telefonica Germany GmbH & Co. OHG ○ 

Telekom Deutschland GmbH ○ 

Vodafone D2 GmbH ○ 

トルクメニスタン Economy Society "MTS-Turkmenistan" ○ 

トルコ共和国 

AVEA İletişim Hizmetleri A.S. ○ 

TURKCELL Iletism Hizmetieri A.S. ○ 

Vodafone Telekomunikasyon AS ○ 

ノルウェー王国 
Telenor Norge AS ○ 

Telia Norge AS ○ 

バチカン市国 

H3G SpA ○ 

Vodafone Omnitel S.p.A. ○ 

WIND Telecommunicasioni S.p.A. ○ 

ハンガリー共和国 Vodafone Hungary Ltd. ○ 

フィンランド共和国 

DNA Networks Ltd. ○ 

Elisa Corporation ○ 

TeliaSonera Finland Oyj ○ 

フェロー諸島 Telefonverkið P/F ○ 

フランス共和国 
Bouygues Telecom ○ 

Société Française du Radiotéléphone ○ 

ブルガリア共和国 

Bulgarian Telecommunications Company EAD ○ 

MobilTel EAD ○ 

Telenor Bulgaria EAD ○ 

ベラルーシ共和国 
JLLC Mobile TeleSystems ○ 

Unitary enterprise velcom ○ 

ベルギー王国 BASE Company NV/SA ○ 



 

Proximus PLC ○ 

ポーランド共和国 

Orange Polska S.A. ○ 

P4 Sp. z o.o ○ 

POLKOMTEL S.A. ○ 

T-Mobile Polska S.A. ○ 

ボスニア・ヘルツェゴビナ Telecommunications RS, JSC  BANJA LUKA m:tel ○ 

ポルトガル共和国 
Vodafone Portugal - Comunicações Pessoais 

S.A. 
○ 

マケドニア旧ユーゴスラビア共和国 Makedonski Telekom AD Skopje ○ 

マディラ諸島 
Vodafone Portugal - Comunicações Pessoais 

S.A. 
○ 

マルタ共和国 Vodafone Malta Limited ○ 

モルドバ共和国 Orange Moldova S.A. ○ 

モンテネグロ Crnogorski Telekom a.d. Podgorica ○ 

ラトビア共和国 
Latvijas Mobilais Telefons SIA ○ 

SIA Bite Latvija ○ 

リトアニア共和国 
UAB Bite Lietuva ○ 

UAB OMNITEL ○ 

リヒテンシュタイン公国 
Swisscom (Switzerland)Ltd. ○ 

Telecom Liechtenstein AG ○ 

ルーマニア 
Telekom Romania Mobile Communications S.A. ○ 

Vodafone Romania S.A. ○ 

ルクセンブルク大公国 
Entreprise des Postes et Télécommunications ○ 

Orange Communications Luxembourg S.A.  ○ 

ロシア連邦 

Mobile TeleSystems Public Joint Stock Company ○ 

Public Joint-Stock Company MegaFon (MegaFon, 

PJSC) 
○ 

Public Joint Stock Company 

"Vimpel-Communications" 
○ 

T2 Mobile(BWC) LLC ○ 

 

アセンション島 Sure South Atlantic Limited (Ascension) ○ 

アルジェリア民主人民共和国 Optimum Telecom Algerie S.p.A ○ 

ウガンダ共和国 MTN Uganda Limited ○ 

エジプト・アラブ共和国 

Etisalat Misr ○ 

The Egyptian Company for Mobile Services 

(ECMS-MobiNil) 
○ 



 

Vodafone Egypt Telecommunications S.A.E. ○ 

エチオピア連邦民主共和国 Ethio Telecom ○ 

ガーナ共和国 

Airtel Ghana Limited ○ 

Ghana Telecommunications Company Limited ○ 

Glo Mobile Ghana Limited ○ 

SCANCOM  LIMITED ○ 

カナリー諸島 Vodafone España, S.A.U. ○ 

ガボン共和国 Airtel Gabon SA ○ 

カメルーン共和国 ORANGE CAMEROUN S.A. ○ 

ガンビア共和国 

Africell (Gambia) Ltd. ○ 

COMIUM Gambia LTD ○ 

ギニアビサウ共和国 Spacetel(MTN) Guinea Bissau ○ 

ケニア共和国 Safaricom Limited ○ 

コートジボワール共和国 Orange Côte d'Ivoire S.A. ○ 

スペイン領北アフリカ Vodafone España, S.A.U. ○ 

セネガル共和国 SENTEL GSM S.A. ○ 

タンザニア連合共和国 VODACOM TANZANIA LIMITED ○ 

チュニジア共和国 

Ooredoo Tunisie SA ○ 

TUNISIE TELECOM ○ 

ナイジェリア連邦共和国 

Airtel Networks Limited ○ 

Glo Mobile Limited ○ 

MTN Nigeria Communications Limited ○ 

ナミビア共和国 Mobile Telecommunications Limited ○ 

ブルンジ共和国 Africell PLC Company ○ 

ベナン共和国 SPACETEL-BENIN S.A. ○ 

ボツワナ共和国 BTC Mobile (PTY) Ltd ○ 

マラウイ共和国 Airtel Malawi Ltd ○ 

マリ共和国 ORANGE MALI SA ○ 

南アフリカ共和国 
Cell C (Pty)Ltd ○ 

Vodacom (Pty) Ltd. ○ 

モーリシャス共和国 Cellplus Mobile Communications Ltd ○ 

モーリタニア・イスラム共和国 
Société Mauritano-Tunisienne des 

Télécommunications 
○ 



 

モザンビーク共和国 

Mozambique Cellular,Lda ○ 

VM S.A.R.L. ○ 

モロッコ王国 Médi Telecom, S.A. ○ 

リベリア共和国 Cellcom Telecommunications Inc. ○ 

レソト王国 Vodacom Lesotho (Pty) Ltd ○ 

備考 

1 上記以外に国際メッセージ通信の利用による通信を行うことができる本邦外の電気通信事業者がありま   

す。この場合において、その通信に関する料金については、当社が別に定めるところによります。 

 2 当社は、国際メッセージ通信の利用に関して、相互接続点を介して接続している電気通信設備に係る通信

の品質を保証しません。 

3 国際メッセージ通信は、本邦外の法令、本邦外で電気通信事業を営む者が定めるところによりその取扱い

が制限されることがあります。 

 

(2)当社が別に定める航空機及び船舶での利用並びに衛星携帯電話に係るもの 

海外事業者名 国際メッセージ通信に係るもの 

Thuraya Telecommunications Company ○ 

備考 

1 上記以外に国際メッセージ通信の利用による通信を行うことができる本邦外の電気通信事業者がありま   

す。この場合において、その通信に関する料金については、当社が別に定めるところによります。 

 2 当社は、国際メッセージ通信の利用に関して、相互接続点を介して接続している電気通信設備に係る通信

の品質を保証しません。 

3 国際メッセージ通信は、本邦外の法令、本邦外で電気通信事業を営む者が定めるところによりその取扱い

が制限されることがあります。 

 



 

附則 

 

附 則 

(実施期日) 

この約款は、平成 28年 8月 22日から実施します。 

平成 29年 7月 1日改定 

  平成 30年 5月 25日改定 



 

Ｈｉｔスマホ料金表 

 

１． 初期費用 

項目 料金（税抜） 

契約事務手数料 ３，０００円／回線 

 

２． 基本使用料 

２－１－１．音声通話サービス（当社他サービス加入者向け料金） 

項目 料金（税抜） 

３ＧＢ １，５８０円／月 

５ＧＢ １，９８０円／月 

１０ＧＢ ２，９８０円／月 

 ２－１－２．２－１－２以外の方向け料金 

項目 料金（税抜） 

３ＧＢ １，９８０円／月 

５ＧＢ ２，３８０円／月 

１０ＧＢ ３，３８０円／月 

２－２－１．データ専用サービス（当社他サービス加入者向け料金） 

項目 料金（税抜） 

３ＧＢ １，２８０円／月 

５ＧＢ １，８８０円／月 

１０ＧＢ ２，８８０円／月 

 ２－２－２．２－２－２以外の方向け料金 

項目 料金（税抜） 

３ＧＢ １，６８０円／月 

５ＧＢ ２，２８０円／月 

１０ＧＢ ３，２８０円／月 

 

３． 通話料 

項目 料金（税抜） 

国内通話料 ２０円／３０秒 

国際通話料 ※国・対地毎により異なります 

 

４． その他料金 

項目 料金（税抜） 

5分かけ放題オプション １，２００円／月 

64Kデジタルデータ通信・TVコール通信料 ３６円／３０秒 

SMS通信料 ３円／通 

SMS通信料（国際電話） ※国・対地毎により異なります 

追加データ購入 ２００円／１００ＭＢ 

電話番号案内利用料 ２００円／回 



 

電話番号案内転送利用料 １００円／回 

留守番電話プラス ３００円／月 

グループ通話 ２００円／月 

割込通話 ２００円／月 

ナンバーブロック １００円／月 

USIMカード再発行手数料 ３，０００円／回線 

MNP転出手数料 ３，０００円／回線 

解約手数料 ２，０００円／回線 

解約違約金 

※12ヶ月未満での解約時 

１０，０００円／回線 

 


